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○出雲市消防団改革推進委員会設置要綱 

(令和3年出雲市告示第349号) 

改正 令和3年6月30日告示第420号 
 

(設置) 

第1条 出雲市消防団の改革推進に必要な計画の立案及び消防団を取り巻く諸課題の解決に向

けた検討を行うため、出雲市消防団改革推進委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第2条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 消防団の諸課題の解決及び組織の改革に必要と認められる事項 

(2) その他市長が必要と認める事項 

(組織) 

第3条 委員会は、委員15人以内で組織する。 

2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 消防団員 

(2) 消防本部職員 

(3) 防災を担当する市職員 

(4) 市議会の議員 

(5) 市内の地域自治協会等関係者 

(6) 市内の商工団体関係者 

(7) 市内の企業関係者 

(8) 識見を有する者 

(9) その他市長が適当と認める者 

3 委員の任期は、2年とする。ただし、再任は妨げない。 

4 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

5 追加して委嘱し、又は任命する委員の任期は、現に委嘱し、又は任命している委員の任期

の終期までの期間とする。 

(委員長及び副委員長) 

第4条 委員会に、委員長及び副委員長を各1人置く。 

2 委員長は、委員の互選により定め、副委員長は、委員長の指名する委員をもって充てる。 

3 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 
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(会議) 

第5条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

2 委員会は、必要に応じて、関係機関、助言者に出席を求め、説明若しくは意見又は助言を

求めることができる。 

3 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

4 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

(秘密の保持) 

第6条 委員及び会議に出席し、又は関係した者は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはい

けない。 

(謝金及び費用弁償) 

第7条 委員の謝金は、日額3,110円とする。ただし、第3条第2項第2号及び第3号に規定

する委員には支給しない。 

2 委員の費用弁償は、特別職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償等に関する条例(平成1

7年出雲市条例第36号)の規定を準用する。 

(庶務) 

第8条 委員会の庶務は、消防本部警防課において処理する。 

(その他) 

第9条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、令和3年6月1日から施行する。 

(任期の特例) 

2 この要綱の施行の日以後最初に委嘱され、又は任命される委員の任期は、第3条第3項の

規定にかかわらず、令和5年3月31日までとする。 

(招集の特例) 

3 この要綱の施行の日以後最初に招集される委員会は、第5条第1項の規定にかかわらず、

市長が招集する。 

附 則(令和3年6月30日告示第420号) 
 

この要綱は、令和3年7月1日から施行する。 
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○出雲市消防団規則 

(平成17年出雲市規則第253号) 

改正 平成17年9月29日規則第278号 平成19年3月30日規則第13号 

平成23年10月1日規則第82号 平成27年3月31日規則第52号 

平成28年3月31日規則第6号 平成29年3月31日規則第11号 

平成30年4月1日規則第23号 平成31年3月31日規則第9号 

令和3年1月25日規則第3号 令和5年3月1日規則第10号 
 

(趣旨) 

第1条 この規則は、出雲市消防団条例(平成17年出雲市条例第305号)の施行について必要

な事項を定めるものとする。 

(組織) 

第2条 出雲市消防団(以下「消防団」という。)の組織は、別表第1から別表第4までのとお

りとする。 

(階級) 

第3条 消防団員の階級は、団長、副団長、分団長、副分団長、部長、班長及び団員とする。 

2 方面隊長の階級は、副団長とする。 

3 伝令部長の階級は、部長とする。 

4 伝令班長の階級は、班長とする。 

(職務) 

第4条 団長は、消防団の事務を統括し、消防団員を指揮監督する。 

2 副団長は、団長を補佐し、団長に事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ定められ

た順序によりその職務を代理する。 

3 方面隊長は、団長の命を受け、所轄方面隊を統括し、所属分団を指揮監督する。 

4 分団長は、上司の命を受け、分団を統括し、所属団員を指揮監督する。 

5 副分団長は、分団長を補佐し、分団長に事故があるとき又欠けたときは、その職務を代理

する。 

6 部長、班長及び団員は、上司の命を受け、職務に従事する。 

(消防団本部の事務) 

第5条 消防団本部は、次の各号に掲げる事務を掌握する。 

(1) 消防団員の身分に関すること。 

(2) 報告、通報及び連絡に関すること。 

(3) 教養訓練に関すること。 

(4) 消防団の諸計画に関すること。 
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(5) 会計及び経理に関すること。 

(6) 設備、資材及び物品の管理に関すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、団長が必要と認める事項 

2 前項の消防団本部は、出雲市消防本部内に置く。 

(分団の事務) 

第6条 分団は、次の各号に掲げる事務を掌握する。 

(1) 消防団員の身分に関すること。 

(2) 報告、通報及び連絡に関すること。 

(3) 設備、資材及び物品の管理に関すること。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、分団長が必要と認める事項 

(報酬及び費用弁償の支給額) 

第7条 消防団員に対する報酬及び費用弁償の支給額は、別表第5に定めるところによる。 

(報酬及び費用弁償の支給方法) 

第8条 年額報酬又は技術手当は、2期に区分し、前期分を9月に、後期分を3月に、それぞ

れ2分の1の額を支給する。 

2 年度の中途において、新たに消防団員となった場合はその月から、その職を退いた場合は

その月まで支給する。 

3 月の中途で異なる階級に異動した場合は、上位の階級を当該月における階級として支給す

る。 

4 前2項の規定により報酬を支給する場合は、月割によって計算し、当該額に1円未満の端

数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

5 出場報酬、特別教養訓練手当又は旅費は、原則として出場、参加等のあった翌月に支給す

る。 

(報酬及び費用弁償の返還) 

第8条の2 市長は、消防団員が偽りその他不正の手段により報酬及び費用弁償の支給を受け

ようとしたとき又は受けたときは、その支給を停止し、又は支給した報酬及び費用弁償の

全部若しくは一部を期限を定めて返還させることができる。 

(教養訓練) 

第9条 団長は、消防団員の資質の向上及び実施に役立つ技能の練磨に努め、定期的に教養訓

練を行わなければならない。 

(表彰) 
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第10条 市長は、消防団又は消防団員がその任務遂行に当たって、功労特に抜群である場合

は、これを表彰することができる。 

2 前項の場合、消防団員については、団長が表彰を行うことができる。 

第11条 消防団本部には、次の各号に掲げる文書を備え、常にこれを整理しておかなければ

ならない。 

(1) 団員の名簿 

(2) 沿革誌 

(3) 設備資材台帳 

(4) ポンプ台帳 

(5) 水防資材台帳 

(6) 区域内全図 

(7) 消防水利地図 

(8) 諸令達簿 

(9) 関係法規例規綴 

(10) 雑書綴 

(訓練礼式及び服制) 

第12条 消防団の訓練礼式及び服制については、消防庁の定める基準による。 

(機関員) 

第13条 消防自動車及び小型動力ポンプ等が円滑に操作等できるよう分団各部に機関員を置

く。 

2 機関員は、消防団員が兼務するものとし、分団長が指名する。 

(守秘義務) 

第14条 消防団員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

附 則 

この規則は、平成17年3月22日から施行する。 

附 則(平成17年9月29日規則第278号) 
 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成19年3月30日規則第13号) 
 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 
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附 則(平成23年10月1日規則第82号) 
 

この規則は、平成23年10月1日から施行する。 

附 則(平成27年3月31日規則第52号) 
 

この規則は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成28年3月31日規則第6号) 
 

この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(平成29年3月31日規則第11号) 
 

この規則は、平成29年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年4月1日規則第23号) 
 

この規則は、平成30年4月1日から施行する。 

附 則(平成31年3月31日規則第9号) 
 

この規則は、平成31年4月1日から施行する。 

附 則(令和3年1月25日規則第3号) 
 

この規則は、令和3年4月1日から施行する。 

附 則(令和5年3月1日規則第10号) 
 

この規則は、令和5年4月1日から施行する。 

別表第1(第2条関係) 

出雲市消防団組織表 
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別表第2(第2条関係) 

消防団本部組織表 

消防団本部組織表 
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区  分 団長 副団長 方面隊長 部長 班長 団員 計 

出雲市消防団 1人 6人 15人 17人 1人 22人 62人 

別表第3(第2条関係) 

消防団指揮命令系統図 
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別表第4(第2条関係) 

消防団分団組織表 

分 分団本部 部 計 
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団

名 

分

団

長 

副

分

団

長 

伝

令

班

長 

部

名 
区域 

部

長 

班

長 

団

員 

今

市

分

団 

1 1 1 第

1

部 

今市町、今市町北本町1丁目、今市町北本町2丁目、今市町

北本町3丁目、今市町北本町4丁目、今市町北本町5丁目、

今市町南本町、駅北町、駅南町1丁目、駅南町2丁目及び駅

南町3丁目の区域 

1 1 10 27 

第

2

部 

1 1 10 

大

津

分

団 

1 1 1 第

1

部 

大津町、大津新崎町1丁目、大津新崎町2丁目、大津新崎町

3丁目、大津新崎町4丁目、大津新崎町5丁目、大津新崎町

6丁目、大津新崎町7丁目、大津朝倉1丁目、大津朝倉2丁

目、大津朝倉3丁目及び枝大津町の区域 

1 1 11 29 

第

2

部 

1 1 11 

塩

冶

分

団 

1 1 1 第

1

部 

上塩冶町、築山新町、塩冶町、天神町、塩冶有原町1丁目、

塩冶有原町2丁目、塩冶有原町3丁目、塩冶有原町4丁目、

塩冶有原町5丁目、塩冶有原町6丁目、塩冶神前1丁目、塩

冶神前2丁目、塩冶神前3丁目、塩冶神前4丁目、塩冶神前

5丁目、塩冶神前6丁目、塩冶町南町1丁目、塩冶町南町2

丁目、塩冶町南町3丁目、塩冶町南町4丁目、塩冶町南町5

丁目、医大南町1丁目、医大南町2丁目、医大南町3丁目、

塩冶原町1丁目、塩冶原町2丁目、塩冶原町3丁目及び塩冶

善行町の区域 

1 1 9 36 

第

2

部 

1 1 9 

第

3

部 

1 1 9 

古

志

分

団 

1 1 1 第

1

部 

古志町の区域 1 1 11 29 

第

2

部 

1 1 11 

四

絡

分

団 

1 1 1 第

1

部 

矢野町、小山町、大塚町、姫原町、姫原1丁目、姫原2丁

目、姫原3丁目、姫原4丁目及び渡橋町の区域 

1 1 10 27 

第

2

部 

1 1 10 

高

浜

分

団 

1 1 1 第

1

部 

矢尾町、日下町、里方町、平野町、常松町、江田町及び八島

町の区域 

1 1 10 27 

第

2

部 

1 1 10 
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川

跡

分

団 

1 1 1 第

1

部 

中野町、武志町、荻杼町、稲岡町、中野美保北町1丁目、中

野美保北町2丁目、中野美保南町1丁目、中野美保南町2丁

目、中野美保南町3丁目及び高岡町の区域 

1 1 13 32 

第

2

部 

1 1 12 

鳶

巣

分

団 

1 1 1 第

1

部 

西林木町及び東林木町の区域 1 1 14 29 

第

2

部 

1 1 8 

上

津

分

団 

1 1 1 第

1

部 

西谷町、上島町及び船津町の区域 1 1 12 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 8 

稗

原

分

団 

1 1 1 第

1

部 

野尻町、稗原町及び宇那手町の区域 1 1 10 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

朝

山

分

団 

1 1 1 第

1

部 

馬木町、朝山町、所原町、見々久町及び馬木北町の区域 1 1 11 39 

第

2

部 

1 1 13 

第

3

部 

1 1 6 

乙

立

分

団 

1 1 1 第

1

部 

乙立町の区域 1 1 10 25 

第 1 1 8 
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2

部 

高

松

分

団 

1 1 1 第

1

部 

高松町、白枝町、松寄下町、浜町及び下横町の区域 1 1 13 33 

第

2

部 

1 1 13 

神

門

分

団 

1 1 1 第

1

部 

芦渡町、下古志町、知井宮町、神門町、西新町1丁目、西新

町2丁目、西新町3丁目及び平成町の区域 

1 1 16 32 

第

2

部 

1 1 9 

神

西

分

団 

1 1 1 第

1

部 

西神西町、東神西町、神西沖町、大島町及び神西新町の区域 1 1 12 32 

第

2

部 

1 1 13 

長

浜

分

団 

1 1 1 第

1

部 

荒茅町、東園町、西園町、外園町及び長浜町の区域 1 1 9 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 11 

平

田

分

団 

1 1 1 第

1

部 

平田町及び西平田町の区域 1 1 10 27 

第

2

部 

1 1 10 

久

多

美

分

団 

1 1 1 第

1

部 

東郷町、東福町、久多見町、野石谷町及び上岡田町の区域 1 1 10 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

1 1 10 
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部 

佐

香

分

団 

1 1 1 第

1

部 

三津町、小伊津町及び坂浦町の区域 1 1 8 33 

第

2

部 

1 1 8 

第

3

部 

1 1 8 

灘

分

分

団 

1 1 1 第

1

部 

灘分町、島村町及び出島町の区域 1 1 12 45 

第

2

部 

1 1 12 

第

3

部 

1 1 12 

国

富

分

団 

1 1 1 第

1

部 

美談町、西代町、国富町及び口宇賀町の区域 1 1 10 41 

第

2

部 

1 1 11 

第

3

部 

1 1 11 

西

田

分

団 

1 1 1 第

1

部 

西郷町、本庄町、万田町及び奥宇賀町の区域 1 1 8 33 

第

2

部 

1 1 8 

第

3

部 

1 1 8 

鰐

淵

分

団 

1 1 1 第

1

部 

河下町、唐川町、別所町及び猪目町の区域 1 1 8 33 

第

2

部 

1 1 8 
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第

3

部 

1 1 8 

北

浜

分

団 

1 1 1 第

1

部 

小津町、十六島町、釜浦町、塩津町及び美保町の区域 1 1 10 51 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

第

4

部 

1 1 10 

檜

山

分

団 

1 1 1 第

1

部 

岡田町、多久谷町及び多久町の区域 1 1 8 33 

第

2

部 

1 1 8 

第

3

部 

1 1 8 

東

分

団 

1 1 1 第

1

部 

園町、鹿園寺町及び小境町の区域 1 1 13 48 

第

2

部 

1 1 13 

第

3

部 

1 1 13 

伊

野

分

団 

1 1 1 第

1

部 

美野町、野郷町及び地合町の区域 1 1 10 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

西 1 1 1 第 佐田町大呂、佐田町反辺及び佐田町吉野の区域 1 1 13 48 
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須

佐

分

団 

1

部 

第

2

部 

1 1 13 

第

3

部 

1 1 13 

東

須

佐

分

団 

1 1 1 第

1

部 

佐田町朝原、佐田町原田及び佐田町須佐の区域 1 1 10 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

八

幡

東

分

団 

1 1 1 第

1

部 

佐田町八幡原、佐田町東村、佐田町毛津及び佐田町一窪田の

一部(原川、栗原、飯の原、五谷及び銀山谷)の区域 

1 1 10 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

窪

田

分

団 

1 1 1 第

1

部 

佐田町一窪田(ただし、八幡東分団の区域を除く。)、佐田町

上橋波、佐田町下橋波、佐田町佐津目及び佐田町高津屋の区

域 

1 1 10 39 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

久

村

分

団 

1 1 1 第

1

部 

多伎町久村の区域 1 1 10 27 

第

2

部 

1 1 10 

小

田

1 1 1 第

1

多伎町多岐及び多伎町小田の区域 1 1 10 39 
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多

岐

分

団 

部 

第

2

部 

1 1 10 

第

3

部 

1 1 10 

田

儀

分

団 

1 1 1 第

1

部 

多伎町口田儀、多伎町奥田儀及び多伎町神原の区域 1 1 13 48 

第

2

部 

1 1 13 

第

3

部 

1 1 13 

湖

陵

西

分

団 

1 1 1 第

1

部 

湖陵町大池、湖陵町板津及び湖陵町差海の区域 1 1 13 48 

第

2

部 

1 1 13 

第

3

部 

1 1 13 

湖

陵

南

分

団 

1 1 1 第

1

部 

湖陵町畑村、湖陵町常楽寺及び湖陵町二部及び三部の区域 1 1 13 48 

第

2

部 

1 1 13 

第

3

部 

1 1 13 

杵

築

分

団 

1 1 1 杵

築

東

部 

大社町杵築東、大社町杵築西、大社町杵築南及び大社町杵築

北の区域 

1 1 10 51 

杵

築

西

部 

1 1 10 

杵 1 1 10 
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築

南

部 

杵

築

北

部 

1 1 10 

日

御

碕

分

団 

1 1 1 日

御

碕

部 

大社町日御碕及び大社町宇龍の区域 1 1 10 39 

宇

龍

部 

1 1 10 

中

山

部 

1 1 10 

鵜

鷺

分

団 

1 1 1 鵜

鷺

第

1

部 

大社町鷺浦及び大社町鵜峠の区域 1 1 13 33 

鵜

鷺

第

2

部 

1 1 13 

荒

木

分

団 

1 1 1 荒

木

第

1

部 

大社町修理免、大社町北荒木及び大社町中荒木の区域 1 1 13 48 

荒

木

第

2

部 

1 1 13 

荒

木

第

3

部 

1 1 13 

遙

堪

1 1 1 遙

堪

大社町遙堪、大社町菱根及び大社町入南の区域 1 1 13 48 
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分

団 

東

部 

遙

堪

西

部 

1 1 13 

遙

堪

南

部 

1 1 13 

荘

原

北

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町荘原の区域 1 1 10 27 

第

2

部 

1 
 

1 
10 

荘

原

南

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町学頭、斐川町上庄原、斐川町神庭及び斐川町三絡の区

域 

1 1 10 27 

第

2

部 

 

1 

 

1 
10 

出

東

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町沖洲、斐川町黒目、斐川町坂田、斐川町三分市及び斐

川町中州の区域 

1 1 10 51 

第

2

部 

 

1 

 

1 

 

10 

第

3

部 

 

1 

 

1 

 

10 

第

4

部 

 

1 

 

1 

 

10 

出

西

阿

宮

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町併川、斐川町阿宮、斐川町神氷、斐川町求院及び斐川

町出西の区域 

1 1 10 51 

第

2

部 

 

1 

 

1 

 

10 

第

3

部 

 

1 

 

1 

 

10 
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第

4

部 

 

1 

 

1 

 

10 

伊

波

野

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町上直江、斐川町富村、斐川町鳥井及び斐川町名島の区

域 

1 1 10 39 

第

2

部 

 

1 

 

1 

 

10 

第

3

部 

 

1 

 

1 

 

10 

直

江

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町直江の区域 1 1 10 27 

第

2

部 

1 
 

1 

 

10 

久

木

分

団 

1 1 1 第

1

部 

斐川町今在家、斐川町原鹿、斐川町福富及び斐川町美南の区

域 

1 1 10 27 

第

2

部 

 

1 

 

1 

 

10 

合

計 

48 48 48 
 
13

0 

13

0 

1,

37

5 

1,

77

9 

別表第5(第7条関係) 

報酬及び費用弁償支給額表 

階級 団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員 

＼ 

報酬

等の

種別 

年額

報酬 

80,000円 65,000円 50,000円 43,000円 40,000円 37,000円 36,500円 

出場

報酬 

災害（水火災又は地震等）等に出場した者に1回8,000円。ただし、長時間にわたる

時は、市長の定める額 

火災現場における警戒（火災鎮火後の警戒）、火災原因調査、行方不明者の捜索に出

場した者に1回4,000円。ただし、長時間にわたる時は、市長の定める額 
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その他の業務に出場した者に1回3,700円 

技術

手当 

消防ポンプ自動車及び小型動力ポンプ積載車の機関員に年額11,500円 

特別

教養

訓練

手当 

県消防学校又は消防大学校の行う教養訓練等に参加した者に1日3,700円 

旅費 出雲市職員等の旅費に関する条例(平成17年出雲市条例第43号)及び出雲市職員等の

旅費に関する条例施行規則(平成17年出雲市規則第37号)を準用する。ただし、その

者の受ける車賃、日当、宿泊料及び食卓料については次の区分による。 

団長については、出雲市職員等の旅費に

関する条例（平成17年出雲市条例第43

号）第18条第1項の規定による別表(1)の

市長の受ける旅費に相当する額。ただ

し、当分の間、特別車両料金については

支給しない。 

副団長、分団長、副分団長、部長、班長及

び団員については、出雲市職員等の旅費に

関する条例（平成17年出雲市条例第43

号）第18条第1項の規定による別表(1)の

上欄に掲げる職員以外の職員が受ける額を

支給する。 
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1,841 人
1,641 人
89.1 ％ １５方面隊 ４８分団 １３０部 定員

平田分団

副団長

副団長

伊波野分団
直江分団

副団長

　・方面隊長
乙立分団

　・方面隊長

神門分団

団本部　62人(定員)

２部 29

　・伝令部長

　・方面隊長

斐川西部方面隊

　・方面隊長

斐川東部方面隊
出東分団

副団長

51

出西阿宮分団 4部 51
　・伝令部長

27２部

　・伝令部長

高松分団

出雲北部方面隊

副団長

鳶巣分団
　・伝令部長

36３部
２部

塩冶分団
　・方面隊長

出雲中部方面隊
大津分団

　・伝令部長

副団長

古志分団
　・伝令部長

四絡分団
高浜分団

今市分団

上津分団
稗原分団

消防団組織図

佐香分団
平田第１方面隊 久多美分団

川跡分団
　・方面隊長

出雲西部方面隊

　・伝令部長
灘分分団

平田第２方面隊
国富分団

朝山分団

　・方面隊長

神西分団
　・方面隊長

長浜分団

出雲南部方面隊

西田分団 ３部

33３部

51
　・伝令部長

檜山分団

北浜分団
平田第３方面隊

27

39３部

　・伝令部長

佐田方面隊
八幡東分団

39

39

　・方面隊長 伊野分団
　・伝令部長

平田第４方面隊

鰐淵分団

東分団

　・伝令部長 33

西須佐分団

3部

　・方面隊長

東須佐分団

　・方面隊長
窪田分団

4部
33３部

湖陵南分団 ３部

３部

多伎方面隊 小田多岐分団 ３部
久村分団

48
湖陵方面隊

　・方面隊長 田儀分団
　・伝令部長

湖陵西分団 ３部

　・方面隊長

48３部

39
　・方面隊長 鵜鷺分団

杵築分団 ４部 51

２部 33

　・伝令部長

大社浜山方面隊
遙堪分団 ３部

　・伝令部長
荘原北分団

大社神海方面隊 日御碕分団 ３部

　・伝令部長
荒木分団 ３部 48

分団　1,779人(定員）

久木分団 2部 27

27
４部

　・方面隊長

荘原南分団

2部 27
3部 39

48

27２部
２部

48

48３部

39３部
48３部

39

３部

２部

45３部

33３部

41

393部
27２部

39３部
32２部
32２部
33２部

25２部
39３部
39３部
39３部

団員数　定　員　　
　　　　実　員　　
　　　　充足率

（R５．７．３１現在）

27

消防団長

※方面隊長は副団長級

29２部
32２部

　・伝令部長

　・女性部

２部
27２部

29
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出雲市消防団の沿革 

  名称 出雲 平田 佐田 多伎 湖陵 大社 合計 充足率(％) 名称 斐川 

H17 行政合併 
出雲市消防団 

連合会 

535 494 180 125 125 279 1738 
98.2 

斐川町

消防団 

255 

533 485 172 120 118 279 1707 255 

H18  
出雲市消防団 

連合会 

535 494 180 125 125 279 1738 
98.2 

斐川町

消防団 

255 

535 483 173 119 118 279 1707 255 

H19  出雲市消防団 
   1738    

97.4 
斐川町

消防団 

255 

   1693    253 

H20  出雲市消防団 
   1738    

97.2 
斐川町

消防団 

255 

   1690    254 

H21  出雲市消防団 
   1738    

97.1 
斐川町

消防団 

255 

   1689    254 

H22  出雲市消防団 
   1738    

96.3 
斐川町

消防団 

255 

   1674    254 

H23 
10 月 

旧斐川町合併 
出雲市消防団 

   1993 （条例定員改正） 
96.0  

   1914    

H24  出雲市消防団 
   1993    

95.9  
   1912    

H25  出雲市消防団 
   1993    

94.2  
   1879    

H26  出雲市消防団 
   1993    

92.7  
   1849    

H27  出雲市消防団 
   1993    

90.4  
   1802    

H28 4 月 出雲市消防団 
   1844 （条例定員改正） 

94.2  
   1738    

H29  出雲市消防団 
   1844    

94.3  
   1739    

H30  出雲市消防団 
   1844    

94.5  
   1743    

H31 

R 1 
 出雲市消防団 

   1844    
93.6  

   1727    

R 2  出雲市消防団 
   1844    

92.2  
   1701    

R 3 4 月 出雲市消防団 
   1841 （条例定員改正） 

92.2  
   1698    

R 4 4 月 出雲市消防団 
   1841  

89.8  
   1654    

R 5 4 月 出雲市消防団 
   1841  

88.8  
   1635    

最新 R5/7/31 出雲市消防団 
   1841    

89.1  
   1641    

※上段：定員(人)、下段：実団員数(人) 
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出雲市消防団 分団比較一覧表 《R５．７．３１現在》
【分団名・現部数定員数・管轄人口・管轄面積】

凡例
分団名

現部数　定員数
(分団員数/

住民100人)

人　口

世帯数
面　積

今市
２部　２４人

(0 .38人/100人)

６，２６８人

２，８４６世帯
２．０K㎡

大津
２部　２１人

(0 .21人/100人)
１０，０１２人
４，３４０世帯
５．８K㎡

塩冶
３部　３６人

(0 .23人/100人)

１５，４９６人
７，３０９世帯
７．８K㎡

古志
２部　２０人

(0 .97人/100人)

２，０６６人
８４９世帯
７．９K㎡

高松
２部　３２人

(0 .30人/100人)

１０，８３０人
４，２７１世帯
９．７K㎡

四絡
２部　２４人

(0 .19人/100人)

１２，５７３人
５，７５７世帯
４．１K㎡

高浜
２部　２５人

(0 .65人/100人)

３，８５７人
１，４２３世帯
７．３K㎡

川跡
２部　２８人

(0 .27人/100人)

１０，４００人
４，２３４世帯
５．５K㎡

鳶巣
２部　２５人

(1 .58人/100人)

１，５８６人
５４７世帯
７．８K㎡

上津
３部　３２人

(2 .94人/100人)

１，０８８人
３９６世帯
１３．７K㎡

稗原
３部　３７人

(2 .40人/100人)

１，５４１人
５４７世帯
２１．０K㎡

朝山
３部　３２人

(2 .00人/100人)

１，５９７人
５９２世帯
２７．４K㎡

乙立
２部　２４人

(4 .61人/100人)

５２０人
１９４世帯
１８．３K㎡

神門
２部　２９人

(0 .35人/100人)

８，３１９人
３，１４０世帯
１３．１K㎡

神西
２部　３０人

(0 .83人/100人)

３，５９３人
１，４９２世帯
１１．６K㎡

長浜
３部　３８人

(0 .77人/100人)

４，９０９人
１，８７７世帯
９．７K㎡

平田
２部　２６人

(0 .40人/100人)

６，４８８人
２，４０９世帯
６．４K㎡

灘分
３部　４２人

(1 .32人/100人)

３，１９１人
１，１１２世帯
１２．６K㎡

国富
３部　４０人

(1 .43人/100人)

２，７９９人
９６２世帯
１１．３K㎡

西田
３部　２８人

(1 .94人/100人)

１，４４１人
５２６世帯
１５．４K㎡

鰐淵
３部　２９人

(5 .21人/100人)

５５７人
２２４世帯
２１．５K㎡

久多美
３部　３９人

(1 .90人/100人)

２，０５６人
７７１世帯
１２．６K㎡

檜山
３部　３３人

(2 .58人/100人)

１，２８１人
４４５世帯
８．６K㎡

東
３部　４３人

(1 .88人/100人)

２，２９２人
８１２世帯
１９．６K㎡

北浜
４部　３６人

(3 .83人/100人)

９４０人
３８４世帯
９．４K㎡

佐香
３部　２７人

(2 .27人/100人)

１，１９２人
５１２世帯
１０．０K㎡

伊野
３部　３６人

(3 .06人/100人)

１，１７７人
４２２世帯
１４．２K㎡

西須佐
３部　４１人

(4 .37人/100人)

９３９人
３５４世帯
３８．２K㎡

東須佐
３部　３７人

(5 .51人/100人)

６７１人
２５５世帯
２８．８K㎡

久村
２部　２１人

(2 .97人/100人)

７０６人
２７９世帯
６．９K㎡

小田多岐
３部　２６人

(1 .65人/100人)

１，５８０人
６５９世帯
１７．５K㎡

田儀
３部　３５人

(3 .98人/100人)

８８０人
３６８世帯
３０.８K㎡

湖陵西
３部　４８人

(1 .75人/100人)

２，７４０人
１，２０２世帯
６．３K㎡

湖陵南
３部　４７人

(2 .09人/100人)

２，２５４人
８７８世帯
１５．９K㎡

杵築
４部　４７人

(0 .96人/100人)

４，９１２人
２，０７８世帯
６．８K㎡

日御碕
３部　３５人

(6 .10人/100人)

５７４人
２３５世帯
１０．６K㎡

鵜鷺
２部　３１人

(18 .79人/100人)

１６５人
９６世帯
１０．２K㎡

荒木
３部　４６人

(0 .76人/100人)

６，０４３人
２，２３２世帯
６．７K㎡

遙堪
３部　４５人

(2 .02人/100人)

２，２３０人
７９６世帯
７．５K㎡

荘原南
２部　２７人

(0 .85人/100人)

３，１９０人
１，１２２世帯
４．１K㎡

荘原北
２部　２１人

(0 .49人/100人)

４，２６１人
１，５９２世帯
１６．４K㎡

出東
４部　４６人

(1 .19人/100人)

３，８６８人
１，２６８世帯
１３．８K㎡

出西阿宮
４部　５０人

(0 .91人/100人)

５，５１４人
１，９４３世帯
１９．８K㎡

伊波野
３部　３９人

(0 .57人/100人)

６，７８３人
２，７９２世帯
６．７K㎡

直江
２部　２４人

(0 .63人/100人)

３，７８２人
１，５６１世帯
５．２K㎡

久木
２部　２４人

(0 .98人/100人)

２，４５８人
８３４世帯
６．６K㎡

八幡東
３部　３９人

(6 .81人/100人)

５７２人
２２８世帯
１６．３K㎡

窪田
３部　３２人

(4 .89人/100人)

６５５人
２７０世帯
２６．９K㎡
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分団別年齢構成及び定員充足率（令和５年７月３１日現在）

【出雲市】 　（団本部定員62人＋分団定員1779人＝条例定員1841人）　（団本部実員数45人＋分団実員数1596人＝実員数1641人）　[全体充足率：89.14％］

平均年齢

1部 2部 3部 4部

1 今市分団 0 2 4 11 5 2 0 45.9 2 12 12 27 24 △ 3 88.89%

2 大津分団 0 3 3 14 1 0 0 41.3 2 13 13 29 21 △ 8 72.41%

3 塩冶分団 0 2 10 20 4 0 0 41.6 3 11 11 11 36 36 0 100.00%

4 古志分団 0 1 5 11 3 0 0 42.1 2 13 13 29 20 △ 9 68.97%

5 四絡分団 0 3 10 10 1 0 0 39.1 2 12 12 27 24 △ 3 88.89%

6 高浜分団 0 1 7 11 5 1 0 43.6 2 12 12 27 25 △ 2 92.59%

7 川跡分団 0 1 6 18 2 0 1 42.9 2 15 15 32 28 △ 4 87.50%

8 鳶巣分団 0 1 11 12 1 0 0 38.9 2 16 10 29 25 △ 4 86.21%

9 上津分団 0 2 9 18 3 0 0 41.4 3 14 12 10 39 32 △ 7 82.05%

10 稗原分団 0 1 10 20 5 1 0 43.7 3 12 12 12 39 37 △ 2 94.87%

11 朝山分団 0 4 9 14 5 0 0 41.3 3 13 15 8 39 32 △ 7 82.05%

12 乙立分団 0 2 5 8 9 0 0 44.8 2 12 10 25 24 △ 1 96.00%

13 高松分団 0 2 7 13 5 5 0 45.8 2 15 15 33 32 △ 1 96.97%

14 神門分団 0 3 7 17 2 0 0 40.7 2 18 11 32 29 △ 3 90.63%

15 神西分団 0 3 11 12 3 1 0 41.1 2 14 15 32 30 △ 2 93.75%

16 長浜分団 0 2 9 23 4 0 0 42.5 3 11 12 13 39 38 △ 1 97.44%

17 平田分団 0 4 10 10 2 0 0 38.7 2 12 12 27 26 △ 1 96.30%

18 久多美分団 0 4 22 12 1 0 0 36.3 3 12 12 12 39 39 0 100.00%

19 佐香分団 0 1 10 12 4 0 0 42.0 3 10 10 10 33 27 △ 6 81.82%

20 灘分分団 0 4 16 19 3 0 0 39.9 3 14 14 14 45 42 △ 3 93.33%

21 国富分団 0 1 15 20 3 0 0 40.5 3 12 13 13 41 39 △ 2 95.12%

22 西田分団 0 7 15 6 0 0 0 34.4 3 10 10 10 33 28 △ 5 84.85%

23 鰐淵分団 0 2 10 13 4 0 0 40.3 3 10 10 10 33 29 △ 4 87.88%

24 北浜分団 0 5 12 18 1 0 0 39.4 4 12 12 12 12 51 36 △ 15 70.59%

25 檜山分団 0 2 13 18 0 0 0 40.1 3 10 10 10 33 33 0 100.00%

26 東分団 0 8 17 17 1 0 0 36.9 3 15 15 15 48 43 △ 5 89.58%

27 伊野分団 0 1 10 23 2 0 0 41.4 3 12 12 12 39 36 △ 3 92.31%

28 西須佐分団 0 4 14 16 5 1 0 41.2 3 15 15 15 48 40 △ 8 83.33%

29 東須佐分団 0 3 7 21 6 0 0 43.4 3 12 12 12 39 37 △ 2 94.87%

30 八幡東分団 0 3 10 21 4 1 0 42.2 3 12 12 12 39 39 0 100.00%

31 窪田分団 0 1 13 14 4 0 0 41.9 3 12 12 12 39 32 △ 7 82.05%

32 久村分団 0 2 4 11 5 0 0 42.5 2 12 12 27 22 △ 5 81.48%

33 小田多岐分団 0 4 7 8 6 1 0 41.2 3 12 12 12 39 26 △ 13 66.67%

34 田儀分団 0 0 7 21 5 2 0 45.6 3 15 15 15 48 35 △ 13 72.92%

35 湖陵西分団 0 2 11 29 5 1 0 42.9 3 15 15 15 48 48 0 100.00%

36 湖陵南分団 0 2 18 22 5 0 0 40.1 3 15 15 15 48 47 △ 1 97.92%

37 杵築分団 0 1 9 20 17 0 0 45.6 4 12 12 12 12 51 47 △ 4 92.16%

38 日御碕分団 0 3 5 19 8 0 0 44.3 3 12 12 12 39 35 △ 4 89.74%

39 鵜鷺分団 0 0 3 5 11 5 7 57.0 2 15 15 33 31 △ 2 93.94%

40 荒木分団 0 0 9 27 8 2 0 45.1 3 15 15 15 48 46 △ 2 95.83%

41 遙堪分団 0 3 8 25 9 0 0 42.8 3 15 15 15 48 45 △ 3 93.75%

42 荘原北分団 0 3 7 9 2 0 0 39.4 2 12 12 27 21 △ 6 77.78%

43 荘原南分団 0 1 7 16 2 1 0 41.9 2 12 12 27 27 0 100.00%

44 出東分団 0 2 16 20 8 0 0 42.2 4 12 12 12 12 51 46 △ 5 90.20%

45 出西阿宮分団 0 1 16 31 2 0 0 41.9 4 12 12 12 12 51 50 △ 1 98.04%

46 伊波野分団 0 6 13 14 5 1 0 40.0 3 12 12 12 39 39 0 100.00%

47 直江分団 0 1 7 9 6 1 0 42.6 2 12 12 27 24 △ 3 88.89%

48 久木分団 0 1 7 14 1 1 0 42.2 2 12 12 27 24 △ 3 88.89%

計 0 115 471 772 203 27 8 全平均 41.9 130 1779 1596 △ 183 89.71%

割合 0.00% 7.21% 29.51% 48.37% 12.72% 1.69% 0.50%

※最低年齢：20歳、　最高年齢：77歳、　平均年齢：41.9歳　（団本部含まず）

充足率70％台

5人以上の20代 60代 70代 平均45歳以上 平均50歳以上 欠員数10人以上 充足率60％台

実員数
（人）

欠員数
（人）

分団別
充足率

定員
（人）

50代（人） 60代（人） 70代（人） 部数
各部定員数（人）

40代（人）No. 分団名 10代（人） 20代（人） 30代（人）
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出雲４方面隊（37部）

平田４方面隊（33部）

佐田方面隊（12部）

多伎方面隊（8部）

湖陵方面隊（6部）

大社２方面隊（15部）

斐川２方面隊（19部）

方面隊別各部定員数

0 10 20 30 40 50 60

１．今市分団
２．大津分団
３．塩冶分団
４．古志分団
５．四絡分団
６．高浜分団
７．川跡分団
８．鳶巣分団
９．上津分団

１０．稗原分団
１１．朝山分団
１２．乙立分団
１３．高松分団
１４．神門分団
１５．神西分団
１６．長浜分団
１７．平田分団

１８．久多美分団
１９．佐香分団
２０．灘分分団
２１．国富分団
２２．西田分団
２３．鰐淵分団
２４．北浜分団
２５．檜山分団
２６．東分団

２７．伊野分団
２８．西須佐分団
２９．東須佐分団
３０．八幡東分団
３１．窪田分団
３２．久村分団

３３．小田多岐分団
３４．田儀分団

３５．湖陵西分団
３６．湖陵南分団
３７．杵築分団

３８．日御碕分団
３９．鵜鷺分団
４０．荒木分団
４１．遙堪分団

４２．荘原北分団
４３．荘原南分団
４４．出東分団

４５．出西阿宮分団
４６．伊波野分団
４７．直江分団
４８．久木分団

各分団年代別構成（R5.7.31現在）

10代（人） 20代（人） 30代（人） 40代（人）

50代（人） 60代（人） 70代（人）

第５回 委 員 会 資 料

令和４年(2022)５月２６日

（人
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H18 H23 H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

1 6,823 6,883 6,553 6,453 6,406 6,274 6,079 5,853 5,626 5,413

2 9,473 9,528 9,614 9,993 10,216 10,477 10,741 11,040 11,427 11,896

3 14,835 14,770 15,549 15,789 15,865 15,920 15,861 15,655 15,385 15,082

4 2,238 2,152 2,036 1,988 1,976 1,940 1,881 1,798 1,721 1,646

5 10,361 11,092 11,779 12,495 13,321 14,244 15,185 16,097 16,946 17,746

6 3,519 3,666 3,815 3,830 3,783 3,760 3,733 3,690 3,654 3,627

7 8,390 9,195 9,859 10,236 10,447 10,737 11,066 11,304 11,530 11,736

8 1,612 1,559 1,562 1,594 1,666 1,763 1,902 2,053 2,228 2,431

9 1,541 1,450 1,290 1,123 1,012 892 766 646 541 448

10 2,096 1,982 1,824 1,619 1,471 1,316 1,162 1,000 845 710

11 2,129 1,982 1,838 1,673 1,532 1,390 1,253 1,107 973 854

12 812 725 624 552 502 442 384 321 265 221

13 9,687 9,956 10,257 10,678 11,049 11,429 11,798 12,145 12,527 12,988

14 7,040 7,239 7,560 8,163 8,856 9,646 10,445 11,267 12,217 13,333

15 3,867 3,773 3,712 3,648 3,554 3,454 3,333 3,192 3,047 2,905

16 5,150 5,020 5,107 5,042 5,037 4,968 4,890 4,803 4,737 4,691

17 7,401 7,190 6,908 6,627 6,325 5,967 5,589 5,193 4,818 4,461

18 2,576 2,409 2,194 2,095 1,972 1,833 1,683 1,534 1,404 1,287

19 1,898 1,643 1,447 1,242 1,080 915 757 611 487 383

20 3,783 3,679 3,531 3,296 3,140 2,940 2,723 2,482 2,252 2,030

21 2,993 2,957 3,010 2,868 2,759 2,602 2,436 2,252 2,068 1,883

22 1,915 1,823 1,722 1,545 1,395 1,251 1,115 976 853 736

23 805 750 656 582 510 427 359 289 231 184

24 1,432 1,306 1,141 1,010 881 758 637 521 420 338

25 1,567 1,465 1,408 1,315 1,231 1,143 1,043 932 834 746

26 2,882 2,732 2,602 2,400 2,237 2,038 1,833 1,620 1,424 1,246

27 1,544 1,427 1,346 1,231 1,111 989 865 739 628 528

28 西須佐

29 東須佐

30 八幡東

31 窪田

32 久村

33 小田多岐

34 田儀

35 湖陵西

36 湖陵南

37 杵築 大社 6,324 5,896 5,574 5,121 4,710 4,257 3,794 3,343 2,964 2,633

38 938 808 704 598 499 410 330 261 204 159

39 283 253 233 181 155 127 101 78 62 48

40 6,093 6,076 6,022 6,017 5,970 5,862 5,751 5,637 5,546 5,470

41 2,396 2,426 2,361 2,277 2,167 2,051 1,935 1,814 1,702 1,600

42 荘原北

43 荘原南

44 4,206 4,091 3,929 3,778 3,592 3,396 3,167 2,952 2,748

出西 4,484 4,580 5,012 5,452 5,952 6,509 7,140 7,887 8,756

阿宮 495 471 423 392 354 309 261 217 185

46 5,878 6,296 6,828 7,332 7,960 8,598 9,169 9,692 10,185

47 3,425 3,555 3,979 4,479 5,067 5,721 6,431 7,197 8,011

48 2,496 2,463 2,469 2,470 2,448 2,414 2,364 2,328 2,309

伊波野

直江

久木

第 ４ 回  委 員 会 資 料

令和４年(2022)３月１５日

地区(分団)別 人口推移 および 人口推計

4411,140

3,1124,826

973

3,424

8,5537,666 7,885 8,032 8,141

4,496

5421,488

分団
地区

コミセン

　　　　　　　　　　　　　　　地区人口（人）　　　　　　※　1,500人↓　　　　1,000人↓　　　　500人↓

　出雲市人口調査をもとにした人口推移 　　　　　島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の人口推計　　　

乙立

今市

大津

塩冶

古志

四絡

高浜

川跡

鳶巣

上津

稗原

朝山

北浜

高松

神門

神西

長浜

平田

久多美

佐香

灘分

国富

西田

鰐淵

1,300

3,284

550

1,730

5,750 5,543 5,374 5,123

檜山

東

伊野

須佐 2,534 2,002 1,260 6802,280 1,707

出西阿宮45

1,4742,982 2,666

日御碕

鵜鷺

荒木

遙堪

8,313

1,050 853

824 679

4,145 3,771

2,350 2,026

窪田 1,837 1,693 1,519

荘原

合併前

7,358 7,214

湖陵

7,434

多伎 4,092 3,834 3,623

出東
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・R3までは出雲市人口調査結果をもとにした実推移

※グラフについて

　フ化したもの。

地区(分団)別 人口推移 および 人口推計（グラフ）

・R8からR33は島根県地域振興部 中山間地域・離島振興課

　「しまねの郷づくり応援サイト」の推計値を使用しグラ
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 30.52 30.8 31.63 31.97 33.14 34.49 36.83 37.38

生産年齢人口率(％) 56.76 56.28 55.09 54.61 54.4 53.68 51.5 50.58

年少人口率(％) 12.71 12.92 13.28 13.42 12.46 11.83 11.67 12.04

老年人口率(％) 27.54 28.14 27.49 26.91 26.58 26.06 25.6 25.07

生産年齢人口率(％) 58.42 56.95 56.65 57.28 57.7 58.06 57.73 57.49

年少人口率(％) 14.04 14.91 15.86 15.82 15.71 15.88 16.67 17.44

老年人口率(％) 20.85 22.6 23.68 24.84 25.97 27.93 29.55 30.6

生産年齢人口率(％) 64.09 63.06 62.87 62.36 61.6 60.12 58.99 58.38

年少人口率(％) 15.06 14.34 13.44 12.81 12.42 11.96 11.46 11.02

老年人口率(％) 33.68 36.35 37.98 38.37 37.13 37.42 38.85 39.69

生産年齢人口率(％) 54.64 52.82 52.28 52.56 53.84 54.13 53.27 53.1

年少人口率(％) 11.68 10.83 9.73 9.08 9.03 8.45 7.88 7.21

第 ４ 回  委 員 会 資 料

年齢区分別人口率の推計（グラフ）

島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　

出雲中部
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区分
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 20.15 20.29 19.92 20.09 21.9 24.73 26.59 27.6

生産年齢人口率(％) 63.11 63.83 64.76 65.15 63.35 60.73 59.29 58.84

年少人口率(％) 16.74 15.88 15.32 14.76 14.75 14.54 14.12 13.56

老年人口率(％) 28.31 29.94 29.58 28.52 27.96 29.7 31.17 32.19

生産年齢人口率(％) 56.19 55.06 56.51 58.53 59.09 56.84 54.93 53.89

年少人口率(％) 15.5 15 13.91 12.96 12.95 13.46 13.9 13.92

老年人口率(％) 20.73 22.26 22.7 22.84 23.6 25.3 26.59 27.21

生産年齢人口率(％) 62.25 61.66 62.01 62.73 61.66 59.6 58.07 57.65

年少人口率(％) 17.03 16.08 15.29 14.43 14.74 15.11 15.34 15.13

老年人口率(％) 30.79 31.13 30.01 27.59 25.29 23.07 21.91 20.37

生産年齢人口率(％) 54.01 54.42 56.06 57.31 57.57 58.04 58.69 60.03

年少人口率(％) 15.2 14.45 13.93 15.09 17.14 18.89 19.4 19.6
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四絡

高浜

川跡

鳶巣

出雲北部 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　

年齢区分別人口率の推計（グラフ）

0

10

20

30

40

50

60

70

H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

四絡

老年人口率(％) 生産年齢人口率(％) 年少人口率(％)

0

10

20

30

40

50

60

70

H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

高浜

老年人口率(％) 生産年齢人口率(％) 年少人口率(％)

0

10

20

30

40

50

60

70

H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

川跡

老年人口率(％) 生産年齢人口率(％) 年少人口率(％)

0

10

20

30

40

50

60

70

H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

鳶巣

老年人口率(％) 生産年齢人口率(％) 年少人口率(％)

　

33



H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 37.39 41.63 45.15 47.87 48.78 49.78 52.88 55.68

生産年齢人口率(％) 53.61 49.87 47.66 45.17 45.15 45.31 43.39 41.19

年少人口率(％) 9 8.5 7.19 6.96 6.07 4.91 3.72 3.12

老年人口率(％) 37.64 42.8 47.92 51.63 52.78 55.69 61.27 64.25

生産年齢人口率(％) 52.76 48.05 44.3 42.1 41.59 39.19 34 31.47

年少人口率(％) 9.6 9.16 7.78 6.27 5.63 5.12 4.73 4.27

老年人口率(％) 35.88 40.26 43.77 44.78 44.29 45.94 46.45 45.12

生産年齢人口率(％) 54.31 49.88 45.96 43.89 43.74 41.91 41.21 42.75

年少人口率(％) 9.81 9.86 10.27 11.33 11.97 12.14 12.34 12.13

老年人口率(％) 41.64 47.42 49.57 51.15 53.32 54.99 55.39 55.02

生産年齢人口率(％) 48.26 44.92 43.46 41.95 39.2 37.64 38.06 39.15

年少人口率(％) 10.09 7.66 6.97 6.9 7.47 7.37 6.55 5.83
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稗原

朝山

乙立

出雲南部 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　

年齢区分別人口率の推計（グラフ）
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 24.24 25.43 25.1 24.03 23.82 24.76 24.96 24.94

生産年齢人口率(％) 60.11 59.1 58.86 59.79 59.75 58.63 58.41 58.26

年少人口率(％) 15.65 15.47 16.03 16.18 16.42 16.61 16.62 16.79

老年人口率(％) 25.63 25.39 24.42 22.93 21.6 21.12 20.13 19.07

生産年齢人口率(％) 58.46 58.04 58.27 59.21 60.91 62 63.28 64.13

年少人口率(％) 15.91 16.58 17.31 17.86 17.49 16.88 16.59 16.8

老年人口率(％) 28.51 30.38 31.36 32.34 33.59 35.02 36.21 36.22

生産年齢人口率(％) 58.79 57.35 56.53 55.48 54.72 53.66 52.84 53.08

年少人口率(％) 12.71 12.28 12.11 12.19 11.69 11.31 10.95 10.7

老年人口率(％) 30.96 32.55 32.05 31.34 30.02 30.36 31.32 32.14

生産年齢人口率(％) 54.35 52.83 54.32 56.22 57.43 56.48 54.98 54.18

年少人口率(％) 14.7 14.62 13.63 12.44 12.55 13.16 13.7 13.69

14 神門

15 神西

16 長浜

年齢区分別人口率の推計（グラフ）

出雲西部 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 31.26 33.64 35.3 36.51 38.35 40.42 41.47 42.31

生産年齢人口率(％) 55.89 53.94 52.46 52.34 50.65 48.61 47.4 46.44

年少人口率(％) 12.85 12.41 12.24 11.15 11 10.97 11.13 11.25

老年人口率(％) 32.91 36.55 38.7 38.31 36.99 38.08 38.81 39.31

生産年齢人口率(％) 53.91 51.62 50.88 51.36 52.72 51.31 50.51 49.9

年少人口率(％) 13.18 11.83 10.42 10.33 10.29 10.6 10.68 10.79

老年人口率(％) 41.47 46.41 51.32 56.83 60.58 64.6 66.76 69.91

生産年齢人口率(％) 52.32 47.37 43.19 38.76 36.06 32.44 30.63 27.56

年少人口率(％) 6.21 6.22 5.48 4.4 3.36 2.96 2.62 2.53

老年人口率(％) 30.52 32.99 35.73 38.91 40.67 43.9 47.41 47.97

生産年齢人口率(％) 56.29 55.5 53.17 51.16 49.79 46.93 43.62 43.28

年少人口率(％) 13.19 11.51 11.09 9.94 9.54 9.17 8.97 8.75

老年人口率(％) 29.08 30.88 32.53 34.22 35.79 39.19 43.5 46.42

生産年齢人口率(％) 56.71 56.2 56.29 55.33 54.24 51.43 47.84 45.65

年少人口率(％) 14.21 12.92 11.18 10.46 9.97 9.38 8.65 7.93

18
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21 国富

灘分

佐香

久多美

平田１・２ 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　

年齢区分別人口率の推計（グラフ）
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 36.7 39.76 42.34 45.28 46.07 49.84 52.95 55.45

生産年齢人口率(％) 52.63 51.25 50.59 49.36 48.95 45.59 42.88 40.89

年少人口率(％) 10.68 8.99 7.07 5.36 4.98 4.58 4.17 3.66

老年人口率(％) 43.84 48.89 52.38 55.75 61.93 68.6 75.87 77.61

生産年齢人口率(％) 46.25 42.22 42.1 39.4 33.94 27.69 21.02 19.45

年少人口率(％) 9.91 8.89 5.53 4.85 4.13 3.71 3.11 2.94

老年人口率(％) 42.4 47.38 52.63 54.46 58.46 63.76 64.78 66.58

生産年齢人口率(％) 50.96 46.59 41.62 39.44 36.21 31.52 30.8 29.05

年少人口率(％) 6.64 6.02 5.76 6.1 5.32 4.72 4.42 4.37

老年人口率(％) 32.46 35.55 37.44 39.17 38.81 40.33 43.18 45.59

生産年齢人口率(％) 55.56 51.29 49.61 49.35 50.15 48.32 45.19 42.84

年少人口率(％) 11.98 13.16 12.95 11.48 11.04 11.35 11.63 11.57

老年人口率(％) 32.23 36.09 40.75 42.24 43.09 44.72 48.72 51.85

生産年齢人口率(％) 55.32 52.29 48.78 49.77 49.13 47.24 43.06 40.37

年少人口率(％) 12.45 11.62 10.47 7.99 7.78 8.04 8.22 7.78

老年人口率(％) 32.3 37.12 42.31 43.81 46.4 50.33 53.43 55.1

生産年齢人口率(％) 56.74 52.64 47.99 49.1 46.37 42.46 39.61 38.64

年少人口率(％) 10.96 10.24 9.7 7.09 7.23 7.21 6.95 6.26

年齢区分別人口率の推計（グラフ）
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東
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北浜

平田３・４ 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 39.12 46.54 51.35 54.92 56.97 60.22 63.82 67.45

生産年齢人口率(％) 50.72 43.94 41.31 40.04 38.84 36.1 32.75 29.47

年少人口率(％) 10.16 9.52 7.34 5.05 4.19 3.68 3.43 3.08

老年人口率(％) 41.77 47.92 53.12 54.6 57.05 60.82 64.85 69.07

生産年齢人口率(％) 48.81 43.55 39.89 39.52 38.1 34.66 30.79 26.68

年少人口率(％) 9.42 8.53 6.99 5.88 4.85 4.52 4.36 4.25

32 久村 老年人口率(％) 37.69 42.63 46.3 48.57 50.65 53.48 57.39 60.83

33 小田多岐 生産年齢人口率(％) 51.33 47.21 44.87 44.21 43.1 40.68 37.1 34.09

34 田儀 年少人口率(％) 10.98 10.16 8.83 7.22 6.25 5.84 5.51 5.08

老年人口率(％) 33.92 37.25 38.65 39.54 40.04 41.85 44.73 46.36

生産年齢人口率(％) 53.08 50.5 49.86 50.34 50.38 48.84 46.11 44.63

年少人口率(％) 13 12.25 11.49 10.12 9.58 9.31 9.15 9.02
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八幡東
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多伎

湖陵
湖陵西

湖陵南

28
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30

31

年齢区分別人口率の推計（グラフ）

佐田・多伎

・湖陵
区分

島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 40.93 42.18 43.25 43.35 45.68 48.83 51.43 53.19

生産年齢人口率(％) 48.64 46.89 46.07 46.47 44.69 41.2 37.99 35.69

年少人口率(％) 10.43 10.93 10.68 10.19 9.63 9.98 10.59 11.11

老年人口率(％) 47.16 51.42 54.09 57.24 61.42 65.04 70.05 72.93

生産年齢人口率(％) 46.73 42.74 40.98 39.17 35.78 32.37 27.7 25.03

年少人口率(％) 6.11 5.84 4.93 3.59 2.8 2.59 2.26 2.04

老年人口率(％) 60.08 64.13 63.97 62.51 68.67 71.11 78.04 77.25

生産年齢人口率(％) 34.45 30.43 32.31 33.73 28.23 26.45 19.75 19.38

年少人口率(％) 5.46 5.43 3.72 3.76 3.11 2.44 2.21 3.38

老年人口率(％) 30.5 31.89 32.04 31.45 30.89 31.27 31.99 31.84

生産年齢人口率(％) 54.19 52.74 53.14 53.67 54.2 53.25 51.97 51.75

年少人口率(％) 15.3 15.37 14.82 14.88 14.92 15.48 16.03 16.41

老年人口率(％) 33.6 36.16 37.32 37.73 38.05 38.56 40.09 42.59

生産年齢人口率(％) 53.69 50.37 50.11 50.77 50.99 49.88 47.51 44.47

年少人口率(％) 12.71 13.46 12.57 11.51 10.96 11.56 12.4 12.94

41 遙堪

大社杵築

38 日御碕

39 鵜鷺

40 荒木

年齢区分別人口率の推計（グラフ）

大社 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 29.11 30.1 29.48 28.45 28.09 27.85 27.2 26.57

生産年齢人口率(％) 57.58 55.93 55.61 55.91 56.26 56.72 57.67 57.9

年少人口率(％) 13.31 13.97 14.91 15.64 15.65 15.42 15.13 15.53

老年人口率(％) 32.29 34.6 36.64 37.4 37.23 37.16 38.15 37.97

生産年齢人口率(％) 55.83 53.73 51.98 51.78 52.78 53.21 52.43 52.73

年少人口率(％) 11.88 11.67 11.38 10.82 9.99 9.64 9.42 9.3

出東
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年齢区分別人口率の推計（グラフ）

斐川東部 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　
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H28 R3 R8 R13 R18 R23 R28 R33

老年人口率(％) 26.27 26.09 24.23 22.78 21.64 21.93 21.7 21.47

生産年齢人口率(％) 58.42 57.95 59 59.7 60.9 60.49 60.2 59.83

年少人口率(％) 15.32 15.96 16.77 17.52 17.46 17.59 18.1 18.69

老年人口率(％) 39.96 48.15 51.26 53.3 53.1 53.87 57.56 60.51

生産年齢人口率(％) 52.38 44.21 41.69 41.39 42.36 41.58 37.67 34.69

年少人口率(％) 7.66 7.64 7.05 5.31 4.54 4.55 4.77 4.8

老年人口率(％) 20.6 20.88 20.86 21 21.78 22.92 23.73 24.53

生産年齢人口率(％) 63.85 65.65 66.42 66.35 65.07 64.17 64.17 64.27

年少人口率(％) 15.54 13.47 12.72 12.65 13.16 12.91 12.11 11.2

老年人口率(％) 25.32 24.04 21.36 19.4 19.22 20.17 21.44 22.36

生産年齢人口率(％) 59.67 62.47 66.49 68.83 69.26 68.97 68.68 68.51

年少人口率(％) 15 13.49 12.15 11.76 11.52 10.86 9.88 9.13

老年人口率(％) 31.23 32.11 32.48 30.64 30.27 30.28 31.2 31.06

生産年齢人口率(％) 55.7 55.03 53.97 56.19 56.53 56.23 55.12 55.37

年少人口率(％) 13.07 12.86 13.55 13.17 13.19 13.49 13.69 13.57

48 久木

45

出西

阿宮

46 伊波野

47 直江

斐川西部 区分
島根県地域振興部 「しまねの郷づくり応援サイト」の数値を引用　

年齢区分別人口率の推計（グラフ）
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① ② ③ ③/②×100 ①/③×100

定数  地区人口（人）
就労人口

（18歳～59歳：人）

地区人口に対する

就労人口比率

就労人口に対する

団員比率　※

1 今市 2 27 24 6,268 2,896 46.2% 0.9% 58.7%

2 大津 2 29 21 10,012 4,880 48.7% 0.6% 51.8%

3 塩冶 3 36 36 15,496 8,390 54.1% 0.4% 35.4%

4 古志 2 29 20 2,066 898 43.5% 3.2% 61.8%

5 四絡 2 27 24 12,573 7,023 55.9% 0.4% 30.5%

6 高浜 2 27 25 3,852 1,818 47.2% 1.5% 60.7%

7 川跡 2 32 28 10,400 5,535 53.2% 0.6% 45.1%

8 鳶巣 2 29 25 1,586 707 44.6% 4.1% 70.9%

9 上津 3 39 32 1,088 432 39.7% 9.0% 83.4%

10 稗原 3 39 37 1,541 542 35.2% 7.2% 84.7%

11 朝山 3 39 32 1,597 622 38.9% 6.3% 84.3%

12 乙立 2 25 24 520 180 34.6% 13.9% 88.3%

13 高松 2 33 32 10,830 5,512 50.9% 0.6% 45.0%

14 神門 2 32 29 8,319 4,075 49.0% 0.8% 45.5%

15 神西 2 32 30 3,593 1,685 46.9% 1.9% 63.0%

16 長浜 3 39 38 4,909 2,167 44.1% 1.8% 65.7%

17 平田 2 27 26 6,488 2,870 44.2% 0.9% 67.8%

18 久多美 3 39 39 2,056 861 41.9% 4.5% 78.4%

19 佐香 3 33 27 1,192 422 35.4% 7.8% 87.1%

20 灘分 3 45 42 3,191 1,423 44.6% 3.2% 74.0%

21 国富 3 41 39 2,799 1,270 45.4% 3.2% 73.7%

22 西田 3 33 28 1,441 575 39.9% 5.7% 80.3%

23 鰐淵 3 33 29 557 190 34.1% 17.4% 88.4%

24 北浜 4 51 36 940 338 36.0% 15.1% 91.0%

25 檜山 3 33 33 1,281 525 41.0% 6.3% 87.6%

26 東 3 48 43 2,292 919 40.1% 5.2% 86.2%

27 伊野 3 39 36 1,177 504 42.8% 7.7% 79.4%

28 西須佐 3 48 40

29 東須佐 3 39 37

30 八幡東 3 39 39

31 窪田 3 39 32

32 久村 2 27 22

33 小田多岐 3 39 26

34 田儀 3 48 35

35 湖陵西 3 48 48

36 湖陵南 3 48 47

37 杵築 4 51 47 4,912 1,929 39.3% 2.6% 80.6%

38 日御碕 3 39 35 574 204 35.5% 19.1% 89.5%

39 鵜鷺 2 33 31 165 39 23.6% 84.6% 88.9%

40 荒木 3 48 46 6,043 2,664 44.1% 1.8% 74.5%

41 遙堪 3 48 45 2,230 924 41.4% 5.2% 76.3%

42 荘原北 2 27 21

43 荘原南 2 27 27

44 出東 4 51 46 3,868 1,684 43.5% 3.0% 73.2%

出西 5,124 2,562 50.0% 全体　1.9% 61.9%

阿宮 390 120 30.8% （阿宮　4.3％） 90.1%

46 伊波野 3 39 39 6,783 3,831 56.5% 1.0% 38.6%

47 直江 2 27 24 3,782 2,026 53.6% 1.3% 44.4%

48 久木 2 27 24 2,458 1,149 46.7% 2.3% 64.5%

130 1779 1596 計　172,841 計　83,431 市全体　44.4％ 市全体　2.1% 平均　71.1％

1,610

1,227 389

79.0%

63.9%

4.6%

1.5%

33.6% 86.1%

90.9%

16.1%

20.1%

9.9% 84.4%

541

1,151

2,081

3,515 47.2%

41.7%

36.4%

31.7%

45
4 51 50

3,166

4,994

7,451

分団別人口実態 R５.８ 警防課作成

分団 部数 実数
自治会加入率

（R4年4月1日）

※　5%↑黄　10%↑赤　15%↑紫〇令和５年出雲市７月末人口から調査したもの

第 １ ０ 回 委 員 会 資 料

令和５年(2023)８月１６日
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平成二十五年法律第百十号

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

目次

第一章　総則（第一条―第六条）

第二章　地域防災力の充実強化に関する計画（第七条）

第三章　基本的施策

第一節　消防団の強化等（第八条―第十六条）

第二節　地域における防災体制の強化（第十七条―第二十一条）

附則

第一章　総則

（目的）

第一条　この法律は、我が国において、近年、東日本大震災という未曽有の大災害をはじめ、地震、局地的な豪雨等による災害が各地で頻

発し、住民の生命、身体及び財産の災害からの保護における地域防災力の重要性が増大している一方、少子高齢化の進展、被用者の増

加、地方公共団体の区域を越えて通勤等を行う住民の増加等の社会経済情勢の変化により地域における防災活動の担い手を十分に確保す

ることが困難となっていることに鑑み、地域防災力の充実強化に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかに

するとともに、地域防災力の充実強化に関する計画の策定その他地域防災力の充実強化に関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、住民の積極的な参加の下に、消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図り、もって住民の安全の確保に資することを目的とす

る。

（定義）

第二条　この法律において、「地域防災力」とは、住民一人一人が自ら行う防災活動、自主防災組織（災害対策基本法（昭和三十六年法律

第二百二十三号）第二条の二第二号に規定する自主防災組織をいう。以下同じ。）、消防団、水防団その他の地域における多様な主体が行

う防災活動並びに地方公共団体、国及びその他の公共機関が行う防災活動の適切な役割分担及び相互の連携協力によって確保される地域

における総合的な防災の体制及びその能力をいう。

（基本理念）

第三条　地域防災力の充実強化は、住民、自主防災組織、消防団、水防団、地方公共団体、国等の多様な主体が適切に役割分担をしながら

相互に連携協力して取り組むことが重要であるとの基本的認識の下に、地域に密着し、災害が発生した場合に地域で即時に対応すること

ができる消防機関である消防団がその中核的な役割を果たすことを踏まえ、消防団の強化を図るとともに、住民の防災に関する意識を高

め、自発的な防災活動への参加を促進すること、自主防災組織等の活動を活性化すること等により、地域における防災体制の強化を図る

ことを旨として、行われなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）

第四条　国及び地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、地域防災力の充実強化を図る責務を有する。

２　国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的なものであるとを問わず、地域防災力の充実強化に寄与することと

なるよう、意を用いなければならない。

３　国及び地方公共団体は、地域防災力の充実強化に関する施策を効果的に実施するため必要な調査研究、情報の提供その他の措置を講ず

るものとする。

（住民の役割）

第五条　住民は、第三条の基本理念にのっとり、できる限り、居住地、勤務地等の地域における防災活動への積極的な参加に努めるものと

する。

（関係者相互の連携及び協力）

第六条　住民、自主防災組織、市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織、消防団、水防団、地方公共団体、国等は、地域防

災力の充実強化に関する施策が円滑に実施されるよう、相互に連携を図りながら協力しなければならない。

第二章　地域防災力の充実強化に関する計画

第七条　市町村は、災害対策基本法第四十二条第一項に規定する市町村地域防災計画において、当該市町村の地域に係る地域防災力の充実

強化に関する事項を定め、その実施に努めるものとする。

２　市町村は、地区防災計画（災害対策基本法第四十二条第三項に規定する地区防災計画をいう。次項において同じ。）を定めた地区につ

いて、地区居住者等（同条第三項に規定する地区居住者等をいう。次項において同じ。）の参加の下、地域防災力を充実強化するための

具体的な事業に関する計画を定めるものとする。

３　地区防災計画が定められた地区の地区居住者等は、市町村に対し、当該地区の実情を踏まえて前項に規定する事業に関する計画の内容

の決定又は変更をすることを提案することができる。

第三章　基本的施策

第一節　消防団の強化等

（消防団の強化）

第八条　国及び地方公共団体は、全ての市町村に置かれるようになった消防団が将来にわたり地域防災力の中核として欠くことのできない

代替性のない存在であることに鑑み、消防団の抜本的な強化を図るため、必要な措置を講ずるものとする。

（消防団への加入の促進）

第九条　国及び地方公共団体は、消防団への積極的な加入が促進されるよう、自らの地域は自ら守るという意識の啓発を図るために必要な

措置を講ずるものとする。

（公務員の消防団員との兼職に関する特例）

第十条　一般職の国家公務員又は一般職の地方公務員から報酬を得て非常勤の消防団員と兼職することを認めるよう求められた場合には、

任命権者（法令に基づき国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第百四条の許可又は地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十

一号）第三十八条第一項の許可の権限を有する者をいう。第三項において同じ。）は、職務の遂行に著しい支障があるときを除き、これ

を認めなければならない。

２　前項の規定により消防団員との兼職が認められた場合には、国家公務員法第百四条の許可又は地方公務員法第三十八条第一項の許可を

要しない。

３　国及び地方公共団体は、第一項の求め又は同項の規定により認められた消防団員との兼職に係る職務に専念する義務の免除に関し、消

防団の活動の充実強化を図る観点からその任命権者等（任命権者及び職務に専念する義務の免除に関する権限を有する者をいう。）によ

り柔軟かつ弾力的な取扱いがなされるよう、必要な措置を講ずるものとする。
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（事業者の協力）

第十一条　事業者は、その従業員の消防団への加入及び消防団員としての活動が円滑に行われるよう、できる限り配慮するものとする。

２　事業者は、その従業員が消防団員としての活動を行うために休暇を取得したことその他消防団員であること又はあったことを理由とし

て、当該従業員に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

３　国及び地方公共団体は、事業者に対して、その従業員の消防団への加入及び消防団員としての活動に対する理解の増進に資するよう、

財政上又は税制上の措置その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（大学等の協力）

第十二条　国及び地方公共団体は、大学等の学生が消防団の活動への理解を深めるとともに、消防団員として円滑に活動できるよう、大学

等に対し、適切な修学上の配慮その他の自主的な取組を促すものとする。

（消防団員の処遇の改善）

第十三条　国及び地方公共団体は、消防団員の処遇の改善を図るため、出動、訓練その他の活動の実態に応じた適切な報酬及び費用弁償の

支給がなされるよう、必要な措置を講ずるものとする。

（消防団の装備の改善等）

第十四条　国及び地方公共団体は、消防団の活動の充実強化を図るため、消防団の装備の改善及び消防の相互の応援の充実が図られるよ

う、必要な措置を講ずるものとする。

（消防団の装備の改善に係る財政上の措置）

第十五条　国及び都道府県は、市町村が行う消防団の装備の改善に対し、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

（消防団員の教育訓練の改善及び標準化等）

第十六条　国及び地方公共団体は、消防団員の教育訓練の改善及び標準化を図るため、教育訓練の基準の策定、訓練施設の確保、教育訓練

を受ける機会の充実、指導者の確保、消防団員の安全の確保及び能力の向上等に資する資格制度の確立その他必要な措置を講ずるものと

する。

２　市町村は、所定の教育訓練の課程を修了した消防団員に対する資格制度の円滑な実施及び当該資格を取得した消防団員の適切な処遇の

確保に努めるものとする。

第二節　地域における防災体制の強化

（市町村による防災体制の強化）

第十七条　市町村は、地域における防災体制の強化のため、防災に関する指導者の確保、養成及び資質の向上、必要な資材又は機材の確保

等に努めるものとする。

（自主防災組織等の教育訓練における消防団の役割）

第十八条　市町村は、消防団が自主防災組織及び女性防火クラブ（女性により構成される家庭から生ずる火災の発生の予防その他の地域に

おける防災活動を推進する組織をいう。）、少年消防クラブ（少年が防火及び防災について学習するための組織をいう。）、市町村の区域内

の公共的団体その他の防災に関する組織（以下「女性防火クラブ等」という。）の教育訓練において指導的な役割を担うよう必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。

（自主防災組織等に対する援助）

第十九条　国及び地方公共団体は、自主防災組織及び女性防火クラブ等に対し、教育訓練を受ける機会の充実、標準的な教育訓練の課程の

作成、教育訓練に関する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。

（市町村に対する援助）

第二十条　国及び都道府県は、市町村が行う自主防災組織及び女性防火クラブ等の育成発展を図るための取組を支援するため必要な援助を

行うものとする。

（防災に関する学習の振興）

第二十一条　国及び地方公共団体は、住民が、幼児期からその発達段階に応じ、あらゆる機会を通じて防災についての理解と関心を深める

ことができるよう、消防機関等の参加を得ながら、学校教育及び社会教育における防災に関する学習の振興のために必要な措置を講ずる

ものとする。

附　則

この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第七条第二項及び第三項の規定　災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成二十五年法律第五十四号）附則第一条第二号に掲げ

る規定の施行の日

二　第十条の規定　公布の日から起算して六月を経過した日

2
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火災の発生に加え、全国各地で地震や風水害等の

大規模災害が激甚化・頻発化する中、地域住民の生

命、身体及び財産を災害から保護する地域防災力の

重要性が更に増している。

消防庁では、平成 25年 12 月に成立した消防団を

中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（以

下、本特集において「消防団等充実強化法」という。）

（特集 3-1 図）を踏まえ、地域で防災活動を担う多

様な主体が支える地域防災力の充実強化に向け取り

組んでいる。

特に消防団は、

・�地域密着性（消防団員は管轄区域内に居住又は勤

務）

・�要員動員力（消防団員数は消防職員数の約 4.7倍）

・�即時対応力（日頃からの教育訓練により災害対応

の技術・知識を習得）

といった特性を有しており、地域防災力の中核と

して、更なる充実強化に向け取り組む必要がある。

（１）消防団員の減少

消防団員数は年々減少しており、令和４年４月

１日現在、前年に比べ２万 1,299 人減少し、78 万

3,578人となっている（特集3-2図）。平成30年以降、

前年比１万人以上の減少が続いているが、特に令和

４年には、前年比２万人以上減少し、初めて 80 万

人を下回る危機的な状況となっている。

（２）若年層の入団者数減少

近年の消防団員の入団者数・退団者数をみると、

退団者数はおおむね横ばい傾向であるのに対し、入

１１
消防団の現状消防団の現状

消防団を中核とした地域防災力の消防団を中核とした地域防災力の

充実強化充実強化

特集3-1 図　消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律概要

特集 ３
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団者数が大きく減少している（特集 3-3 図）。年齢

階層別に入団者数をみると、特に若年層の入団者数

が著しい減少傾向にある（特集 3-4 図）。

それに伴い、消防団員の平均年齢は毎年少しずつ

上昇しており、令和４年４月１日現在、前年に比

べ 0.7 歳上昇し、平均 43.2 歳となっている（特集

3-5 図）。

特集 3-2 図　消防団員数及び被用者である消防団員の割合の推移

（各年４月１日現在）

特集 3-3 図　入団者数・退団者数の推移

（各年４月１日現在）

（備考）「消防防災・震災対策現況調査」により作成

（備考）「消防団の組織概要等に関する調査」により作成
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（３）被用者である消防団員の割合の増加

被用者である消防団員の全消防団員に占める割合

は高い水準で推移しており、令和４年４月１日現在、

前年に比べ若干下降したものの、73.7％となってい

る（特集 3-2 図）。

（４）女性消防団員の増加

消防団員数が減少する中、女性消防団員の数は

年々増加しており、令和４年４月１日現在、前年に

比べ 286 人増加し、２万 7,603 人となっている（特

集 3-6 図）。また、女性消防団員がいる消防団の割

合は、同日現在で、76.5％となっている。
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特集 3-4 図　年齢階層別入団者数の推移

（各年４月１日現在）

特集 3-5 図　消防団員の年齢構成比率の推移

（各年４月１日現在）

（備考）「消防防災・震災対策現況調査」により作成

（備考）１　「消防防災・震災対策現況調査」により作成

 ２　昭和 40 年、昭和 50 年は「60 歳以上」の統計が存在しない。また、昭和 40 年は平均年齢の統計が存在しない。
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（５）学生消防団員の増加

大学生、大学院生、専門学校生等の消防団員（以

下、本特集において「学生消防団員」という。）の

数は令和４年４月１日現在、前年に比べ 319 人増加

し、5,706 人となっている（特集 3-7 図）。消防団

員数が減少する中、学生消防団員の数は増加傾向に

ある。

（６）機能別消防団員の増加

機能別消防団員とは、全ての災害対応・活動に参

加する基本団員とは異なり、入団時に決めた特定の

活動・役割を担う消防団員である。例えば、基本団

員のみでは人員不足が生じるような大規模災害に限

り出動する「大規模災害団員」や、高齢者宅訪問等

の火災予防、広報活動等のみに従事する団員などが

挙げられる。

基本団員の数が減少する中、機能別消防団員の数

は年々増加しており、令和４年４月１日現在の機

能別消防団員の数は、前年に比べ 2,747 人増加し、

３万 2,118 人となっている（特集 3-8 図）。

特集 3-6 図　女性消防団員数の推移

（各年４月１日現在）

特集 3-7 図　学生消防団員数の推移

（各年４月１日現在）

（備考）「消防防災・震災対策現況調査」により作成

（備考）「消防防災・震災対策現況調査」により作成
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（１）報酬等の処遇改善

消防団員数が大幅に減少する中、近年、災害が激

甚化・頻発化していることから、消防団員一人ひと

りの役割が大きくなっていることを踏まえ、令和２

年 12 月、「消防団員の処遇等に関する検討会」（以

下、本特集において「検討会」という。）を立ち上げ、

消防団員の適切な処遇のあり方や消防団員の加入促

進等について検討を行った。

ア　「非常勤消防団員の報酬等の基準」の策定

令和３年４月９日に検討会から消防団員の適切な

報酬等のあり方について中間報告書が取りまとめら

れたことを受け（報酬等のあり方については中間報

告書をもって検討会の結論とされている）、同月 13

日、消防庁において「非常勤消防団員の報酬等の基

準」（以下、本特集において「基準」という。）を策

定し、都道府県知事等に通知した（特集 3-9 図）。

基準では、消防団員への報酬は年額報酬と出動報

酬の２種類とし、年額報酬は「団員」階級の者に

ついては 36,500 円、出動報酬は災害時１日当たり

8,000 円を標準額とすることや、報酬等は消防団員

個人に対し、活動記録等に基づいて市町村から直接

支給することなどを定め、令和４年４月１日からの

基準の適用に向け条例改正等に取り組むよう市町村

に要請した。

また、令和４年度から地方交付税措置において、

各市町村が負担する消防団員の報酬等に係る財政需

要を的確に反映するよう、算定方法の見直しを行っ

た。

２２ 消防団員の処遇改善及び消防団員の処遇改善及び

団員確保策団員確保策

特集 3-8 図　機能別消防団員数の推移

（各年４月１日現在）

（備考）「消防団の組織概要等に関する調査」により作成 
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特集 3-9 図　消防団員の報酬等の基準

特集 3-10 図　都道府県別の消防団員の処遇改善に係る対応状況
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イ　消防団員の処遇改善に係る対応状況の公表

各市町村の取組状況のフォローアップの一環とし

て、「消防団員の処遇改善に係る対応状況調査」を

実施し、令和４年４月１日現在の年額報酬額、災害

に関する出動報酬額及び報酬等の団員個人への直接

支給の状況の３点を取りまとめ、令和４年４月 28

日に公表した（特集 3-10 図）。その結果、基準を満

たす市町村が約７割となった一方、未だ基準を満た

していない市町村もあることから、今後も、様々な

機会を捉えて、年額報酬額や災害に関する出動報酬

額、団員個人への報酬等の直接支給について、基準

に沿った対応が行われるよう、各地方公共団体に対

し働きかけを実施していく。

（２）消防団に対する理解の促進

地域の安全・安心に欠くことのできない消防団活

動について広く認識・評価されることが、消防団員

の処遇改善や、今後の団員確保につながるものと考

えられることから、消防庁としては以下のような消

防団への加入促進策や消防団活動の発信・表彰等の

取組を実施している。

ア　消防団員入団促進キャンペーンの全国展開

消防団員の退団が毎年３月末から４月にかけて多

く、退団に伴う消防団員の確保の必要性があること

を踏まえ、毎年１月から３月までを「消防団員入団

促進キャンペーン」期間として、入団促進に向け、

消防団員募集ポスターやリーフレットを作成して全

国の市町村・消防本部等に配布するなどにより、広

報の全国的な展開を重点的に行っている。令和３年

度は、より女性・若年層に対する広報を強化するた

め、前年度の取組に加え、ウェブサイト上や電車内

モニターに広告を掲出するなどの取組を実施した。

令和４年度も引き続き、こうしたキャンペーンを実

施している。

イ　消防団活動の PR

消防庁ホームページにおいて、消防団の特設コー

ナーを設置し、消防庁における最新施策や最新情報

のほか、各消防団における取組事例等を掲載し、消

防団活動や加入促進の PRに努めている。

（参照 URL：https://www.fdma.go.jp/syobodan/）

また、地域住民に消防団をより身近なものとして

知ってもらうため、平成 29 年度から毎年度、各都

道府県及び市町村から消防団に関する動画作品を募

集し、優秀な作品を表彰する「消防団 PR ムービー

コンテスト」を実施している。

ウ　消防団等充実強化アドバイザーの派遣

平成 19 年４月から、消防団の充実強化等に関す

る豊富な知識や経験を有する消防職団員等を、「消

防団等充実強化アドバイザー」として地方公共団体

等に派遣し、消防団への加入促進、消防団の充実強

化等を図るための具体的な助言や情報提供を行って

いる。

令和４年 10月４日現在、27人のアドバイザー（う

ち女性 10人）が全国で活躍している。

消防団員募集ポスター
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エ　地域防災力充実強化大会の開催

消防団等充実強化法の成立等を踏まえ、地域防災

力の充実強化を図るため、「地域防災力充実強化大

会」を平成27年度以降開催している。令和４年度は、

11月 26 日、奈良県奈良市において開催した。

オ　総務大臣による感謝状の贈呈

消防団員の確保等に積極的に取り組む消防団に対

し、平成 25 年度より、総務大臣から感謝状を贈呈

している。令和３年度は、前年度に比べて総団員数

又は女性・学生消防団員数が相当数増加した 43 の

消防団に対し、総務大臣から感謝状を贈呈した。

カ　消防庁長官による表彰

自然災害や大規模事故等の現場において、顕著な

活動実績が認められる消防団等に対し、防災功労者

消防庁長官表彰を行っており、令和３年度には 12

団体が受賞した。

また、平常時の活動により、地域防災力の向上に

寄与し、地域住民の安全の保持、向上に顕著な功績

があり、全国の模範となる消防団や団員確保につい

て特に力を入れている消防団、また消防団活動に特

に深い理解や協力を示し、消防団員である従業員を

雇用しているなどの事業所等に対し、消防団等地域

活動表彰を行っており、令和３年度には、消防団表

彰を 14団体、事業所表彰を 18事業所が受賞した。

（３）幅広い住民の入団促進

ア　社会環境の変化等に対応した制度等の導入

多様な住民が消防団に参画するためには、基本団

員の充実を前提としながらも各団員の得意分野を活

かせる機能別団員や機能別分団の創設が有効であ

る。また、定年制度の見直しや、居住者だけでなく

通勤・通学者も加入対象とするなど、幅広い層の人

材が入団できる環境の整備を図ることが必要であ

る。

令和４年１月 18 日には、消防庁次長から各都道

府県知事等に通知（以下、本特集において「令和３

年度消防庁次長通知」という。）を発出し、機能別

団員・機能別分団の導入について積極的に検討する

よう働きかけている。

イ　被用者の入団促進

被用者である消防団員の割合の増加に伴い、消防

特集 3-11 図　消防団協力事業所表示制度
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団員を雇用する事業所の消防団活動への理解と協力

を得ることが不可欠となっている。そのため、平

成 18 年度から、「消防団協力事業所表示制度」の

普及及び地方公共団体による事業所への支援策の導

入促進を図っている（特集 3-11 図）。令和４年４

月１日現在、当該制度を導入している市町村の数は

1,352、市町村消防団協力事業所の数は 17,502 と

なっている。令和３年度消防庁次長通知では、令和

４年度から消防団加入促進のための企業等への働き

かけを都道府県が行う経費について地方交付税措置

を講じることを周知している。

また、市町村消防団協力事業所のうち、特に顕著

な実績が認められる事業所を総務省消防庁消防団協

力事業所として認定しており、令和４年４月１日現

在、認定事業所数は 785 となっている。なお、消防

庁認定に当たっては、複数の事業所を持つ企業等は、

企業等全体での認定も可能である。

さらに、令和４年９月 16 日に消防庁長官通知で

日本郵便株式会社に対し、同社社員の消防団入団促

進への協力を依頼するとともに、令和４年 10 月に

総務省に発足した「郵便局を活用した地方活性化方

策検討プロジェクトチーム」において、郵便局と連

携した消防団への加入促進方策等についても検討し

ている。

ウ　女性の入団促進

（ア）消防団への加入促進

女性消防団員の割合は年々増加しているが、いま

だその数は少数にとどまっている。一方、消防団活

動が多様化する中で、災害時の後方支援活動、避難

所の運営支援等をはじめ、住宅用火災警報器の設置

促進、火災予防の普及啓発、住民に対する防災教育・

応急手当指導等、広範囲にわたる女性消防団員の活

躍が期待されており、今後更に女性の加入促進に取

り組む必要がある。

令和３年度消防庁次長通知において、女性消防団

員数の増加に向けた取組の継続を働きかけている。

（イ）女性消防団員の活躍の促進

消防庁ホームページ内に女性の消防団への加入促

進を図るためのポータルサイトを開設し、女性消防

団員の活躍の様子や活動事例等を掲載している。

また、女性消防団員の活動をより一層、活性化さ

せることを目的として、「全国女性消防団員活性化

大会」を毎年度開催している。全国の女性消防団員

が一堂に会し、日頃の活動成果を紹介するとともに、

意見交換を通じて連携を深めている。

令和４年度は、第 27 回大会を 11 月 22 日に徳島

県徳島市において開催した。
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エ　学生の入団促進

学生は、現在又は将来の消防団活動の担い手とし

て期待されることから、積極的な入団促進に取り組

む必要がある。

消防団に所属する大学生、大学院生、専門学校生

等に対する就職活動支援の一環として、平成 26 年

11 月から「学生消防団活動認証制度」の普及を図

っている。この制度は、真摯かつ継続的に消防団活

動に取り組み、顕著な実績を収め、地域社会に多大

な貢献をした学生消防団員に対し、市町村がその実

績を認証するものである。

令和４年４月１日現在、当該制度を導入してい

る市町村の数は 363 となっている（特集 3-12 図）。

令和３年度消防庁次長通知においても、大学等を訪

問し、学生消防団活動認証制度の活用を働きかける

ことなどにより大学生等の消防団への積極的な加入

を促進するように各市町村に対して呼びかけてお

り、今後も引き続き導入に向けた働きかけを行って

いく。

加えて、「消防団員入団促進キャンペーン」の実

施に併せて、大学構内において消防団員募集広告の

掲示やポスターの配布を行うことにより、学生への

理解促進を図っている。

オ　将来の担い手育成

災害が激甚化・頻発化する中、自らの安全を守る

能力を幼い頃から継続的に育成していく防災教育に

ついて、その充実に取り組むことが重要である。防

災教育に、地域防災力の中核を担う消防団員等が積

極的に携わっていくことは、消防団の活動に対する

理解、ひいては地域防災力の向上にもつながるもの

である。

このため、消防庁では、文部科学省と連携し、「児

童生徒等に対する防災教育の実施について」（令和

３年 12月１日付け通知）を発出し、小学校、中学校、

高等学校及び特別支援学校において消防団員等が参

画し、体験的・実践的な防災教育の推進に取り組む

よう要請した。

また、高校生は、未来の消防団を担う層として、

学業との両立に留意しつつ、早い段階で、消防団へ

の加入に向けた意識啓発を行うことが重要であるこ

とから、令和３年度消防庁次長通知において、各地

特集 3-12 図　学生消防団活動認証制度
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方公共団体に対し、高校生の機能別分団への入団の

検討等について要請している。

カ　新たな社会環境に対応する団運営

災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、消防団に求め

られる役割が多様化していることや、共働き世帯が

年々増加していること、全団員に占める被用者の割

合が増加していることなど、消防団を取り巻く社会

環境が変化する中で、消防団の運営に当たり、消防

団内部での幅広い意見交換や、市町村・地域住民と

の連携がより重要となっている。消防庁では、社会

環境の変化に対応した消防団運営の普及・促進に向

け、令和４年度から新たに、「消防団の力向上モデ

ル事業」を開始し、「防災教育の実施」「災害現場で

役立つ訓練の普及」「企業・大学等と連携した消防

団加入促進」「子供連れでも活動できる消防団の環

境づくり」「その他」の５類型の想定事例を紹介し

つつ、地方公共団体の工夫を凝らしたモデル事業を

募集しており、同年度において 128 件が採択されて

いる。なお、今後、この「消防団の力向上モデル事

業」を活用して実施された各地方公共団体の取組を

まとめ、横展開を図っていくこととしている。

（４）平時の消防団活動のあり方

ア　地域の実態に即した災害現場で役立つ訓練

近年頻発する豪雨災害などにおいては、消防団員

が住民の避難誘導・支援や、逃げ遅れた住民の救命

ボートによる救助を実施するなど、消防団が果たす

役割は多様化している。こうした活動を安全に実施

するためにも、風水害や地震、豪雪等、火災以外の

災害に対応する訓練の重要性がますます高まってい

る。

消防庁では、救助活動用資機材等の整備に対する

国庫補助や、救助用資機材等を搭載した多機能消防

車の無償貸付け事業（詳細は（５）及び特集１を参

照）を行い、消防団の訓練等を支援している。

一方で、様々な訓練を実施することが消防団員に

とって過大な負担となるおそれがあることから、団

員に過重な負担がかからないよう真に必要な訓練を

効率的なスケジュールで実施するなど、地域の実情

に応じて創意工夫を図ることが必要である。

イ　操法訓練・操法大会

消火活動の技術力の高さを競い、ひいては消防団

全体の技術の向上を図るため、全国、都道府県、市

町村など、それぞれの段階で操法大会が運営されて

いる。操法大会については、近年、大会を過度に意

識した訓練の実施や、大会での行動の形式化といっ

た指摘があることにも配意しつつ、適切な大会運営

に努める必要がある。

全国消防操法大会については、主催者の一つであ

る（公財）日本消防協会が中心となって、見直しの

検討を行うこととし、令和３年度に３回に分けて実

施された、（公財）日本消防協会の「全国消防操法

大会の操法実技に関する検討会」に消防庁も参画し、

パフォーマンス的、セレモニー的な動作等の一部見

直しが行われた。

（ア）�全国消防操法大会の開催

消防団員の消防技術の向上と士気の高揚を図るた

め、「全国消防操法大会」を開催している。令和４

年度は 10 月 29 日に、千葉県市原市において第 29

回大会を開催した。

（イ）�全国女性消防操法大会の開催

女性消防団員等の消防技術の向上と士気の高揚を

図るため、「全国女性消防操法大会」を開催しており、

令和元年度は、11月 13 日、神奈川県横浜市におい

て第 24回大会を開催した。

（５）装備等の充実

ア　消防団の装備の充実強化

消防団等充実強化法の成立を契機として、消防庁

では、消防団の装備等の充実強化に向け、平成 26

年の「消防団の装備の基準」の改正のほか、以下の

取組を行っている。

（ア）�消防団の救助用資機材等の整備に対する国庫

補助

　「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対

策」に引き続き、令和２年 12月 11 日に閣議決定さ

れた「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速

化対策」として、消防団の災害対応能力の向上を図

るため、国庫補助金（消防団設備整備費補助金（消

防団救助能力向上資機材緊急整備事業））を創設し、

令和４年度から新たに、補助対象資機材にドローン

や水のう等を追加している（詳細は特集１を参照）。

本補助金の積極的な活用を通じ、消防団の装備の

充実及び災害対応能力の向上を進めている。

（イ）�救助用資機材等を搭載した多機能消防車の無

償貸付
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同じく５か年加速化対策として、市町村に対し、

救助用資機材等を搭載した多機能消防車両を無償で

貸し付け、訓練等を支援している（詳細は特集１を

参照）。

（ウ）�救助用資機材等の無償貸付

令和２年度から、市町村に対し、災害対応能力の

向上のための救助用資機材等（発電機や投光器、ボ

ート等）を無償で貸し付け、消防団員に対する訓練

等を支援している。

（エ）�消防団拠点施設及び地域防災拠点施設の整備

各市町村が消防団拠点施設や地域防災拠点施設に

おいて標準的に備えることを要する施設・機能（研

修室、資機材の収納スペース、男女別の更衣室・ト

イレ等）について、緊急防災・減災事業債をはじめ

とする地方財政措置等の活用により整備することを

促進している。

イ　教育・訓練の充実

令和２年度から、消防団員が救助用資機材を安全

で円滑に利用できるようにするため、都道府県の消

防学校に講師を派遣し、救助用資機材の技術講習を

実施している。

ウ　準中型自動車免許の新設に伴う対応

道路交通法の改正により、平成 29年３月 12日か

ら、準中型自動車免許が新設されるとともに、同日

以後に取得した普通自動車免許で運転できる普通自

動車の範囲は車両総重量 3.5 トン未満等とされた。

これに伴い、車両総重量 3.5 トン以上の消防自動車

を所有している消防団において、将来的に当該自動

車を運転する消防団員の確保が課題となる。

そこで、消防庁では、平成 30年１月 25日、各地

方公共団体に対し、消防団員の準中型自動車免許の

取得に係る公費助成制度の新設及び改正道路交通法

施行後の普通自動車免許で運転できる消防自動車の

活用を依頼した。当該公費助成制度を設けた地方公

共団体（特集 3-13 図）に対しては、平成 30年度か

ら地方交付税措置を講じている。

さらに、令和３年度から、地域ごとの課題に対し

きめ細かく対応するため、消防団員が教習を優先的

に予約することを可能とするなどの内容のモデル事

業を実施している。

また、普通自動車免許で運転可能な車両総重量

3.5 トン未満の消防車両の活用・普及にも取り組ん

でいる。

エ　消防団員のマイカー共済

消防団の活動に際しては、自家用自動車を使用す

る消防団員が多い中、令和元年東日本台風（台風第

19 号）による災害出動などに伴い、消防団員が使

用した自家用自動車が水没する被害が生じた。

このような急を要する活動のために、消防団員が

特集 3-13 図　消防団員の準中型自動車免許取得に係る公費負担制度を設けている市町村数の推移

（各年４月１日現在）

（備考）「消防団の組織概要等に関する調査」により作成
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33

特
集
特
集

３３

消
防
団
を
中
核
と
し
た
地
域
防
災
力
の
充
実
強
化

やむを得ず、自家用自動車を使用した場合において、

原則、消防団員に個人的負担を生じさせることなく、

安心して活動に従事してもらうことが必要であるこ

とから、消防団活動を下支えする取組として、令和

２年４月１日から、公用車の損害共済事業を実施す

る法人が、消防団員が災害活動等で使用した自家用

自動車等に生じた損害を補償する共済を開始した。

あわせて、市町村が当該法人に支払う分担金に対し

ては、令和２年度から地方交付税措置を講じている。

さらに、一部の民間損害保険会社において、同様の

保険商品が販売されており、市町村が支払う保険料

についても、令和３年度から地方交付税措置を講じ

ている。
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常備消防（出雲市消防本部）の現況 

 

 

 

現在員数：２１２人
（定数：２１５人）

消防本部組織図

12 消 防 総 務 課 庶務係、経理第１・第２係

11 予 防 課 危険物係、予防係、指導係

47 消 防 本 部 11 警 防 課 8 警防係、救急救助係、消防団係

出雲消防救急救命センター 3 救急高度化係

13 指 令 課 指令第1係、指令第2係

消 防 長 庶務係、予防係、消防係、機械係
救急第１・第２係、救助第１・第２係

59 出雲消防署本署 46
1

出雲消防署佐田分署 13 第１係、第２係

35 出雲西消防署本署 24 消防第１・第２係、救急第１・第２係

164 消 防 署 出雲西消防署多伎分署 11 第１係、第２係

24 平 田 消 防 署 消防第１・第２係、救急第１・第２係

   ※消防学校入校中の初任科生５人を含む。

23 大 社 消 防 署 消防第１・第２係、救急第１・第２係

23 斐 川 消 防 署 消防第１・第２係、救急第１・第２係

消防本部・署位置図 

（定数：２３５人） 

予防管理室 

予防管理室 
25 

25 

24 

59 

35 

168 

47 

現在員数 216人 

警防総括係、救急救助総括、消防団係 
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消防車両の配備状況 

 

1 1 1 1 1 1 8

1 1 4

1 1 2

1

1 2

1 1 1 3
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署
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西
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防

署

　
本

署

多

伎

分

署

1

斐

川

消

防

署

車     種

平

田

消

防

署

大

社

消

防

署

消 防 ポ ン プ 自 動 車 2

1

緊 急 消 防 自 動 二 輪 車 3

水 槽 付 消 防 ポ ン プ 自 動 車 2

化 学 消 防 ポ ン プ 自 動 車

は し ご 自 動 車 1

救 助 工 作 車

そ の 他 の 車 両

小 型 ポ ン プ 積 載 車

水 防 防 災 車

高 規 格 救 急 車 4

指 令 車 2

燃 料 補 給 車

5

資 機 材 搬 送 車 1

広 報 車 ・ 査 察 車 2

合　　計

マ イ ク ロ バ ス 1

消 火 ・ 通 報 訓 練 指 導 車
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過去 5ヵ年の災害件数 
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火災出場時の消防団活動 

 

 

 

 

 

 

 

    Yes                No 

 

 

 

 

 

 

 

   ポンプ車  又は積載車 

 

 

 

                                        分団長の指揮 

 

 

 

  ※分団長が到着するまでは常備指揮者の指示を受ける 

   分団長到着後は、分団長の指揮下で活動する 

 

 

 

 

 

 

 

 

        管轄分団は、鎮火後の現場保存、残火警戒にあたる 

 

 

 

 

        建物火災で堆積物が多い場合は、堆積物の除去作業にあたる 

        火災の規模によっては丸 1 日、稀に 2 日間に及ぶこともある 

火災覚知 

（消防本部指令課） 
常備消防出場指令 

建物火災・林野火災 

又は団出場が必要な火災 

管轄分団全員へ 

出場指令メール配信 

団本部・分団幹部へ 

情報提供（出場なし） 

消防 CC 又は格納庫 

集合 → 出場 

現場到着、常備指揮者

から活動指示を受ける 

火
災
現
場
活
動 

現場指揮本部 

（分団長は指揮本部に入る） 

分団長 

現場活動 

（消火、中継送水、防火水槽への補給、飛火警戒、避難誘導など） 

鎮 火 

撤収作業（状況(建物全焼火災など)により消防団は警戒ホースラインを設定） 

火災原因調査（消防・警察） 

警戒活動（建物全焼火災等） 
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年

区分
火災
出場

　　　〔人〕

警戒
活動等
　　　〔人〕

出場者
合計

　　　〔人〕

火災
出場

　　　〔人〕

警戒
活動等
　　　〔人〕

出場者
合計

　　　〔人〕

今市分団 16 16 0

大津分団 0 15 30 45

塩冶分団 0 44 10 54

古志分団 0 0

四絡分団 0 7 7

高浜分団 0 0

川跡分団 60 71 131 4 4

鳶巣分団 10 10 0

上津分団 0 0

稗原分団 35 35 0

朝山分団 29 12 41 40 43 83

乙立分団 18 18 0

高松分団 0 13 13

神門分団 22 10 32 11 11

神西分団 15 15 14 14

長浜分団 35 34 69 0

平田分団 0 0

久多美分団 0 20 20

佐香分団 0 0

灘分分団 57 26 83 0

国富分団 64 30 94 30 30

西田分団 0 6 6

鰐淵分団 0 0

北浜分団 0 0

檜山分団 21 21 0

東分団 15 18 33 14 14

伊野分団 0 0

西須佐分団 0 0

東須佐分団 0 0

八幡東分団 42 15 57 0

窪田分団 0 4 4

久村分団 0 0

小田多岐分団 11 11 0

田儀分団 0 0

湖陵西分団 0 0

湖陵南分団 0 0

杵築分団 0 39 78 117

日御碕分団 0 0

鵜鷺分団 0 0

荒木分団 90 35 125 0

遙堪分団 7 7 0

荘原北分団 0 0

荘原南分団 0 7

出東分団 64 15 79 0

伊波野分団 82 32 114 0

出西阿宮分団 28 28 56 0

合　計 721 326 1,047 268 161 422

R3（火災件数46件） R4（火災件数54件）

令和３年・令和４年　出雲市消防団各分団活動状況
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区分
７月出場（7/7,8,9,12,13）

〔出場延べ人数〕
８月出場（8/9）
〔出場延べ人数〕

合　　計
〔出場延べ人数〕

団本部 40 15 55
今市分団 23 20 43
大津分団 7 15 22
塩冶分団 23 23
古志分団 13 13
四絡分団 27 27
高浜分団 55 14 69
川跡分団 38 15 53
鳶巣分団 53 13 66
上津分団 24 24
稗原分団 39 23 62
朝山分団 38 18 56
乙立分団 18 16 34
高松分団 19 21 40
神門分団 21 21
神西分団 28 28
長浜分団 12 10 22
平田分団 14 14
久多美分団 54 54
佐香分団 41 10 51
灘分分団 44 44
国富分団 83 41 124
西田分団 33 33
鰐淵分団 24 8 32
北浜分団 40 40
檜山分団 41 41
東分団 40 40
伊野分団 32 32
西須佐分団 64 64
東須佐分団 29 29
八幡東分団 22 22
窪田分団 30 30
久村分団 2 2
小田多岐分団 3 3
田儀分団 6 6
湖陵西分団
湖陵南分団 9 9
杵築分団 40 40
日御碕分団 38 16 54
鵜鷺分団 68 21 89
荒木分団 84 84
遙堪分団 20 20
荘原北分団 9 9 18
荘原南分団 1 1
出東分団 7 7
伊波野 20 20
出西阿宮 42 42
直江分団 31 6 37
久木分団 15 2 17

合　計 1,464 293 1,757

令和３年度(2021)７月・８月　水防団出場人数
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区分
７月８日

〔出場延べ人数〕
７月１３日

〔出場延べ人数〕
合　　計

〔出場延べ人数〕
団本部 28 3 31
今市分団 14 5 19
大津分団 12 5 17
塩冶分団 27 27
古志分団 12 12
四絡分団 8 8
高浜分団 20 20
川跡分団 19 19
鳶巣分団 17 17
上津分団 17 17
稗原分団 20 20
朝山分団 17 17
乙立分団 14 14
高松分団 24 24
神門分団 18 18
神西分団 22 22
長浜分団 12 12
平田分団 15 15
久多美分団 21 21
佐香分団 12 12
灘分分団 21 21
国富分団 34 34
西田分団 19 19
鰐淵分団 9 9
北浜分団 21 21
檜山分団 22 22
東分団 26 26
伊野分団 20 20
西須佐分団 19 19
東須佐分団 23 23
八幡東分団 22 22
窪田分団 14 14
久村分団 8 8
小田多岐分団 10 10
田儀分団 7 7
湖陵西分団 2 2
湖陵南分団 2 2
杵築分団 29 29
日御碕分団 20 20
鵜鷺分団 10 10
荒木分団 29 29
遙堪分団 23 23
荘原北分団 11 11
荘原南分団 12 12
出東分団 27 27
伊波野 31 31
出西阿宮 19 19
直江分団 17 17
久木分団 17 17

合　計 873 13 886

令和５年度(2023)７月　水防団出場人数
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地
区 種別 団　　体　　名 人　　数

1 地区消防協力隊（平田） 平田地区消防協力隊 17

2 地区消防協力隊（平田） 灘分地区消防協力隊 15

3 地区消防協力隊（平田） 西田地区消防協力隊 16

4 地区消防協力隊（平田） 鰐淵地区消防協力隊 10

5 地区消防協力隊（平田） 久多美地区消防協力隊 15

6 地区消防協力隊（平田） 檜山地区消防協力隊 10

7 地区消防協力隊（平田） 東地区消防協力隊 10

8 地区消防協力隊（平田） 伊野地区消防協力隊 13

9 地区消防協力隊（大社） 日御碕自衛消防隊 25

10 地区消防協力隊（出雲） 馬木町自治消防団 12

11 地区消防協力隊（多伎） 田儀地区消防協力隊 8

12 地区消防協力隊（多伎） 田岐地区消防協力隊 10

13 地区消防協力隊（多伎） 久村地区消防協力隊 7

14 地区消防協力隊（出雲） 上津地区防災隊 30

15 地区消防協力隊（出雲） 四絡災害時支援隊 49

地区消防協力隊 247

一
般 種別 団　　体　　名 人　　数

1 一般消防協力隊（平田） 万田特設消防隊 10

2 一般消防協力隊（平田） 河下自衛消防隊 12

3 一般消防協力隊（平田） 一畑特設消防隊 15

4 一般消防協力隊（平田） 北浜相代自衛消防隊 12

5 一般女性消防隊（平田） 美保町消防ＯＢ隊 11

6 一般消防協力隊（平田） 坂浦消防協力隊 9

7 一般女性消防隊（平田） 東地合女性消防隊 12

8 一般女性消防隊（平田） 三津町女性消防隊 5

9 一般女性消防隊（平田） 小伊津女性消防隊 6

10 一般女性消防隊（平田） 塩津町女性消防隊 7

11 一般消防協力隊（大社） 日御碕女性消防隊 8

12 一般消防協力隊（出雲） 下新宮私設消防団 14

13 一般消防協力隊（出雲） 姫原自治消防団 15

14 一般消防協力隊（出雲） 別所自警団 12

15 一般消防協力隊（出雲） 所原中自主防災隊 10

16 一般消防協力隊（出雲） 所原上自主防災隊 14

17 一般消防協力隊（出雲） 芦渡北自衛消防隊 22

18 一般消防協力隊（出雲） ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞﾀｳﾝ･川西町内自衛消防隊 11

19 一般消防協力隊（出雲） 北組自治消防隊 41

20 一般消防隊（出雲） 中組自治消防隊 17

21 一般消防協力隊（出雲） 徳連私設消防団 17

22 一般消防協力隊（出雲） 新宇賀私設消防隊 16

23 一般消防協力隊（斐川） 阿宮上出西自主防災隊 10

24 一般消防隊（平田） 小津本郷区自衛消防隊 24

25 一般消防隊（平田） 多井区自衛消防隊 7

26 一般消防隊（平田） 十六島消防協力隊 6

27 一般消防隊（平田） 釜浦自衛消防隊 10

28 一般消防隊（平田） 塩津自衛消防隊 12

一般消防協力隊 365

総計 612

令和4年度　出雲市消防協力組織 一覧表

出雲３　平田８　佐田０　多伎３　湖陵０　大社１　斐川０　合計15

出雲11　平田15　佐田0　多伎0　湖陵0　大社1　斐川1　合計28
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令和５年３月１日現在

地名及び名称 隊員数
ポンプ等

保有状況
活動状況

1 黒目下区私設消防団
１９名

（2自治会11名、協力員8名）
有（宝）

毎月１回２自治会４名

で放水訓練及び巡回

2 自彊私設消防団
１６名

（８自治会）
有 ４か月に１回放水訓練

3 いかり私設消防団
１７名

（２自治会）
有（宝） ２か月に１回放水訓練

（宝）宝くじ助成

私設消防団（斐川地域）
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 第 3 回 委 員 会 資 料 

令和３年 ( 2 0 2 1 )１１月１１日 

消防団員アンケート調査 

 

 消防団員に対して火災出場、災害対応、消防団加入などに関して、下記のとおりアンケート調査

を実施しましたので報告します。 

 

１ 方  法：WEB アンケート方式（Google Forms） 

２ 調査期間：令和３年１０月２０日～令和３年１０月３１日 

３ 対  象：１，６２３名（分団長以下） 

４ 回 答 数：  ９１９名 

５ 回 答 率：５６．６％ （信頼度９５％での許容誤差２．１％） 

６ 調査内容：下記のとおり 

 

 

１ 回答者自身について 

① 所属分団は？ （選択）  

「〇〇分団」 

② あなたの年齢は？ （選択） 

「10代」「20代」「30代」「40代」「50代」「60代以上」 

③ 消防団員経験年数は？ （選択） 

「5年未満」「5年～10年」「11～15年」「16～20年」「20～25年」「26～30年」「31年以上」 

 

２ 火災出場に関して  

1) 所属する分団の管轄と仕事場・居住地を調査し、火災出場への初動対応の実態を調査する  

④ 居住地は？ （選択） 

「居住は所属分団の管轄範囲内にある」「居住は市内の所属分団の管轄範囲外にある」 

「居住は市外にある」 

⑤ 居住地から所属する部のｺﾐｭﾆﾃｨｰ消防ｾﾝﾀｰ(格納庫)までの距離は約何キロですか？（選択） 

「０～２㎞」「３～５㎞」「５～７㎞」「７～９㎞」「１０～１２㎞」「１３～１５㎞」 

「１５㎞以上」 

⑥ 勤務地は？ （選択） 

「職場は所属分団の管轄範囲内にある」「職場は市内の所属分団の管轄範囲外にある」 

「職場は市外」「営業など移動する」「現場によって変わる」「その他」 

⑦ 勤務地から所属する部のｺﾐｭﾆﾃｨｰ消防ｾﾝﾀｰ(格納庫)までの距離は何キロですか？ （選択） 

「０～２㎞」「３～５㎞」「５～７㎞」「７～９㎞」「１０～１２㎞」「１３～１５㎞」 

「１６～２０㎞」「２１～２５㎞」「２６～３０㎞」「３０㎞以上」「常に移動」 

「現場による変わる」 
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2) 職場からの火災出場について実態を調査する。 

⑧ 仕事の業種は？ （選択） 

「会社員・団体職員・公務員」「工員」「店員」「土木作業員」「農業」「漁業」「林業」「自営

業」「会社役員」「学生」「無職」「その他」 

⑨ 勤務形態は？ （選択） 

「日勤（昼間の勤務）」「交代勤務（夜勤）」「交代勤務（２交代又は３交代）」「働いていない」

「その他」 

⑩ 勤務中のスマートフォンや携帯電話の所持は？ （選択） 

「可」「否」「その他」 

⑪ 勤務中の災害覚知は？ （選択） 

「仕事中の火災発生の連絡可能」「仕事中の火災発生の連絡不可」「その他」 

⑫ 勤務中の火災出場は？ （選択） 

「勤務中の出場可能」「勤務中の出場不可能」「その他」 

 

3) 消火活動に対する意識について調査する。 

⑬ 消火活動にやりがいを感じますか？ （選択） 

「大いにやりがいを感じる」「やりがいを感じる」「やりがいは感じない」「その他」 

⑭ 火災に対する所属する分団の団員数は？ （選択） 

「分団員の増員が必要」「現状の分団員数でよい」「常備消防などが対応するので現状より少

なくてよい」「分からない」「その他」 

 

３ 地震、風水害等の災害に関する調査 

1) 地震、風水害等の災害に対する消防団活動の意識について調査する。 

⑮ 地震、風水害等の災害に対する消防団活動にやりがいは感じるか？ （選択） 

「大いにやりがいを感じる」「やりがいはある」「やりがいは感じない」「その他」 

⑯ 地震、風水害等の災害に対する所属する分団の団員数は？ （選択） 

「分団員の増員が必要」「現状の分団員数でよい」「常備消防などが対応するので現状より少

なくてよい」「分からない」「その他」 

 

４ 団員確保に関する調査  

1) 団員確保に関する問題点を調査する  

⑰ 団員の勧誘は、どのような方法ですか？ （選択） 

「個人の責任で勧誘する」「分団(部）として勧誘する)「分団（部）と自治会・町内会と共

同で勧誘する」「自治会・町内会(地域ルール)から選任される」「分団(部）で公募する」 

「分からない」「その他」 

⑱ 団員確保の実情はどうですか？ （選択） 

「現在の方法で確保できている」「現在の方法では確保が厳しい」「分からない」「その他」 
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 第 3 回 委 員 会 資 料 

令和３年 ( 2 0 2 1 )１１月１１日 

⑲ 分団の管轄内に団員候補はいますか？ （選択）  

「候補はいる」「候補者の若者が少ない」「候補の若者が全くいない」「候補の若者がいる

かどうかわからない」「その他」 

⑳ 団員確保が困難な理由は何ですか？（複数回答可）   

「活動を担う人材がいない」「活動が誤解/理解されない」「親世代の嫌悪がある」「配偶者

の嫌悪がある」「消防団の「地域を自分たちで守る」気概が相手(団員候補者）に伝わらな

い」「消防団活動の負担が大きい」「消防団活動そのものが知られていない」「団員確保は

困難でない」「その他」 

㉑ 消防団員を確保するためには、具体的に何が必要と考えますか？ (複数回答可） 

「報酬手当のアップ」「報酬手当の個人支給」「分団による地元住民への広報活動」 

「行政による市民への広報活動」「将来の消防団員を育成するため、消防団員が地元小中

学生への防災教育に関わる」「その他」 

㉒ 分団(部)の定員についてどう考えますか？ （選択） 

「定数を満たすことが必要」「定数を満たせなくても仕方がない」「分からない」「その他」 

 

５ その他  

㉓ 消防団に入って良かったことは何ですか？ (複数回答可） 

「地元に知り合い、仲間ができたこと」「災害対応の知識、技術が身についたこと」 

「地域貢献ができること」「地域で尊敬されていること」「職場で尊敬されていること」 

「家族に尊敬されていること」「報酬がもらえること」「消防操法にやりがいを感じている

こと」「酒席が楽しいこと」「良かったことはない」「その他」 

㉔ 消防団で困っていることは何ですか？ （複数回答可）  

「他の団員との付き合いが大変なこと」「災害対応の知識、技術の訓練、研修が少ないこ

と」「地域貢献が思ったよりできないこと」「職場の理解がないこと」「地域の理解がない

こと」「家族の理解がないこと」「報酬が少ないこと」「操法訓練が多いこと」「酒席が多い

こと」「困っていることはない」「その他」 

 

㉕ その他、消防団に関すること （自由記載） 
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②　あなたの年齢は？

③ 消防団員経験年数は？

④ 居住地は？

⑤ 居住地から所属する部のｺﾐｭﾆﾃｨｰ消防ｾﾝﾀｰまでの距離は約何キロですか？

0% 5%

34%

50%

10%

1%

１０代

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代以上

39%

29%

15%

9%

6% 2% 0%
５年未満

５年以上～

１１年以上～

１６年以上～

２０年以上～

２６年以上～

３１年以上

88%

10% 2%

所属分団の管轄範囲内

市内の所属分団の管轄

範囲外にある

市外

75%

14%

3%

1% 2% 1% 4%

～２㎞

～５㎞

～７㎞

～９㎞

～１２㎞

～１５㎞

１５㎞以上
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⑥ 勤務地は？

⑦ 勤務地から所属する部のｺﾐｭﾆﾃｨｰ消防ｾﾝﾀｰまでの距離は約何キロですか？

16%

51%

16%

3% 12%

2%

所属分団の管轄範囲内

市内の所属分団の管轄範囲外

市外

営業など移動する

現場によって変わる

その他

13%

11%

8%

8%

11%8%

9%

9%

7%

8%

2%

6%

０～２㎞

３～５㎞

５～７㎞

７～９㎞

１０～１２㎞

１３～１５㎞

１６～２０㎞

２１～２５㎞

２６～３０㎞

３０㎞以上

常に移動

現場により変わる
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⑧　仕事の業種は？

⑨ 勤務形態は？

71%

3%

1%
5%

3%

1%

1%

7%

4%

0%
1%

3%

会社員・団体職員・公務員

工員

店員

土木作業員

農業

漁業

林業

自営業

会社役員

学生

無職

その他

80%

1% 14%

5%

日勤（昼間の勤務）

交代勤務（夜勤のみ）

交代勤務（2交代又は３交代）

その他
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⑩ 勤務中のスマートフォンや携帯電話の所持は？

⑪ 勤務中の災害覚知は？

⑫ 勤務中の火災出場は？

81%

16%

3%

可

否

その他

79%

16%

5%

連絡可能

連絡不可

その他

31%

11%
57%

1%

可能

不可能

勤務状況による

その他
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⑬ 消火活動にやりがいを感じますか？

⑭　消火活動に対する分団員数は？　

⑮ 地震、風水害等の災害に対する消防団活動にやりがいを感じますか？

⑯　地震、風水害等の災害に対する所属する団員数は？　

10%

59%

22%

9% 大いにやりがいを感じる

やりがいはある

やりがいは感じない

その他

20%

40%
12%

24%

4% 分団員の増員が必要

現状の分団員数でよい

分団員数は現状より少なくて

よい

分からない

その他

10%

58%

24%

8% 大いにやりがいを感じる

やりがいはある

やりがいは感じない

その他

27%

35%7%

27%

4%

分団員の増員が必要

現状の分団員数でよい

現状より少なくてよい

分からない

その他
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⑰　団員の勧誘は、どのような方法ですか？

⑱　団員確保の実情はどうですか？

⑲ 分団の管轄内に団員候補はいますか？

19%

21%

21%

24%

1%
11%

3% 個人の責任

分団(部）

分団（部）と自治会と共同

自治会・町内会から選任

分団(部）で公募

分からない

その他

8%

74%

14%

4%

確保できている

確保が厳しい

分からない

その他

12%

50%

17%

18%

3%
候補はいる

候補の若者が少ない

候補の若者が全くいない

候補の若者がいるかわからない

その他
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⑳ 団員確保が困難な理由は何ですか？（複数回答可）

㉑　消防団員を確保するためには、具体的に何が必要と考えますか？ (複数回答可）

㉒　分団(部)の定員について

21%

18%

11%8%

11%

23%

7%

1%

担う人材がいない

誤解・理解されてない

親世代に嫌悪がある

配偶者に嫌悪がある

気概が相手に伝わらない

負担が大きい

消防団活動が知られていない

団員確保は困難ではない

30%

27%
11%

22%

10%
報酬手当のアップ

報酬手当の個人支給

分団による広報活動

行政による広報活動

団員が防災教育に関わる

33%

48%

15%

4%
定数を満たすことが必要

定数を満たせなくても仕方がない

わからない

その他
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㉓　消防団に入って良かったことは何ですか？(複数回答可）

㉔　消防団で困っていることは何ですか？（複数回答可）　

31%

18%24%

2%
1%

1% 6%

3% 10%

4%

仲間ができた

知識・技術が身についた

地域貢献ができる

地域で尊敬される

職場で尊敬される

家族に尊敬される

報酬がもらえる

操法にやりがいを感じている

酒席が楽しい

良かったことはない

5%

10%
3%

8%

7%

5%

16%

30%

5%

11%

他の団員との付き合いが大変なこと

訓練・研修等が少ない

地域貢献が思ったよりできないこと

職場の理解がないこと

地域の理解がないこと

家族の理解がないこと

報酬が少ないこと

操法訓練が多いこと

酒席が多いこと

困っていることはない
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団員アンケート自由記載（抜粋） 

 

【前向き意見】 

 ・仲間ができた 

 ・地域のことが知れた、地域の人と顔見知りになれた 

 ・やってみると地域のためになり、楽しい（悪くない） 

・実災害への活動はやりがいを感じる 

 ・地域の人たちに災害時の対応や備えを伝える集団であれば理解者が増える 

 ・基本的には皆さんボランティア精神旺盛で前向きに活動している 

 ・「地域を守る」という思いは、ほとんどの団員が持っている 

 ・地域の方が安心して生活できるような活動をしていきたい 

 ・地元に同世代の仲間ができることが、いかに大切でありがたい事かを伝えたい 

 ・現場想定の訓練をすると充実感を覚える 

 

【負担】 

 ・行事が多すぎる 

 ・無駄な集まりが多い 

・活動が多く、拘束時間が長い、ボランティアの域を超えている 

 ・休日に出初式などのイベント、憂鬱になる 

 ・活動が土日に集中→無理して参加→家庭不和 辞めれない（悪循環のスパイラル） 

 ・操法のために活動している、人生の多くの時間を使っている 

・お金より時間が欲しい 

 ・活動のために仕事を休まなければならない 

 ・仕事の都合で出れなかったのに、文句を言われる 

 ・無理をしてやることが当たり前という風潮 

 ・強制参加 

 ・団員確保が負担（プレッシャー） 

 ・退団の条件が、交代要員の確保（自分で探さないといけない） 

 ・辞めたくても辞められない 

 ・飲み会が多い 
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【訓練、研修】 

 ・操法は大事だと思うが、分団等でやればよい 

 ・操法大会に向けた訓練は必要ない 

 ・操法訓練が現場に役立つのか疑問 

 ・実災害に役立つ訓練がしたい 

 ・常備との合同訓練が必要 

 ・火災対応より自然災害の対応力強化に力を注いでほしい 

 ・知識が身につく講習、研修を増やしてほしい 

 ・スキルを身につけたい 

 ・シミュレーション訓練、映像を見ながらの研修、机上訓練を常備が企画してほしい 

 ・地元コミセンと連携した災害対応訓練が必要 

 ・緊急車両の運転講習がしてほしい 

 ・マニュアルを読むだけでは理解できない、職員が直接指導しないと意味がない 

 ・訓練は効率よく短時間とする 

 ・機材等を使いこなせるような訓練や講習をやった方が役立つと思う 

 ・操法より、コロナ禍に行われた講習がはるかに有意義であった 

 ・団員がマルチに災害対応できるよう、チェーンソーや建設機械などの特別教育が 

あればよい 

 ・初期の応急手当や防災、避難に関する訓練がもっと必要と感じる 

 ・火災後の調査結果や予防対策も教えて欲しい 

 ・火災以外の災害対応に対する知識がない、必要である 

 ・あまり知識が得られていないことが残念 

 ・訓練が少なく不安 

 ・新たに部長となる団員への研修が必要 

 ・幹部のハラスメント研修を行うべき 
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【団員確保】 

 ・地域の理解、サポートが必要 

 ・団員確保、勧誘には地元自治会の協力が絶対的に必要 

 ・自治会の一役員として推薦していただく 

 ・個人の勧誘に頼ることはあってはならない 

 ・仕事を理由に断られる 

 ・親が反対する（親世代が消防団に対する不快感を持っている） 

 ・引退した者が再入団しなくてはならない状況 

 ・定年制にしていただきたい（やめれない） 

 ・上層部からの対策案提示、具体的指示が必要（末端に任せっきり） 

 ・若者へ関心を持っていただくことが必要 

 ・職場から「消防団に入れ」と言われるような環境があればよい 

 ・会社などを中心に団員を募る 

 ・サポート的な役割の女性団員がいるとよい 

 ・地域によっては高齢者の入団を！若者にこだわる必要なし 

 ・新しい団地が 20 世帯、自治会未加入の為、消防団に入らないのは不公平 

 ・行政が本気で考えなければならない 

 ・団員確保に、もっと行政が関わるべき 

 ・消防本部も団員勧誘に協力するべき 
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【イメージが悪い】 

 ・職場の理解がない 

・家族の理解が難しい 

 ・操法訓練ばかりしている、大変そう 

 ・酒飲み集団というイメージが定着 

 ・地域の人に感謝されていると思わない 

 ・消防団の良いイメージを行政が地域に広めて欲しい 

 ・頑張っているところを市民に伝えて欲しい 

 

【広報】 

 ・広報誌、誰も見ていません 

 ・地域貢献や防災に取り組む姿がもっとクローズアップされるようにしてほしい 

 ・言葉だけの実態の分からない、当たり障りのない広報は、消防団の悪いイメージを

払拭できない 

 ・各世代ごとに消防団活動の理解を求める 

 ・仕事中に出場、職場、企業に理解を得られるよう市から話してほしい 

 ・努力や奉仕の精神が地区民に伝わらないことがつらい 

 

【メリット】 

 ・見返りがない 

 ・魅力的な条件を整えるべき 

 ・消防団員であることのメリットがほしい 

 ・地元商店や温泉割引き等の恩恵があればよい 

 ・団員へ、企業と連携して何かしらの特典、勤務先からの特典をつける 

 ・家族への配慮が形として必要（家族の協力があってのもの） 
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【資機材、装備】 

・資機材不足、装備品が古いので更新してほしい 

 ・操法訓練をやめ、その予算を現場の装備、備品、設備、団員確保の為に使って欲し 

  い 

 

【提案】 

 ・現場経験が足りない、出動範囲を分団から方面隊に拡大してほしい 

 ・小学生から防災教育をしてほしい、子供のころから興味が持てるような教育が必要 

 ・団員（若手）の意見を聞く、アンケート調査は定期的にして欲しい 

 ・現場で、分団、部が判別できるようなもの（腕章、ベストなど）が欲しい 

 ・地域と連携した防災、その仕組みをつくり、実施していくことが求められている 

 ・役割の分担（高齢者ができる活動、昼間の広報活動のみ、災害活動のみなど） 

 ・行事の時短を図る 

 ・出初式をやめる、時短 

ドームでの出初式はやめる（地元だけでよい）、ドームが寒い 

方面隊出初式はやめる（旧市町単位でやる意味がわからない） 

 

【その他】 

・楽しくないと続かない 

 ・酒席、操法を完全にやめ、消火活動、消火訓練、火災予防、地震水害訓練など、地

域貢献できるものに限定した活動とする。 

 ・ワークライフバランスを重んじる時代に、消防団活動の大きな負担は団員が減る 

一方である 

 ・目と鼻の先が火災なのに、管轄外なので出場しなくてよいというのはおかしい 

  消防団が何のためにあるのかに反して役所側が出場させないのは矛盾している 

 ・巡回が火災の減少に繋がるのか疑問 

 ・現在の活動は、本当にやらないといけないことなのか 

 ・格納庫点検、順位をつけることが理解できない 

 ・消防、行政、地域の連携が必要、連絡会議などの開催が必要 

 ・安心して退団できる仕組みを考えて欲しい 

 ・原子力災害に消防団という考え方は、拒否反応を示す団員が多い 

 ・福利厚生面をもう少し手厚くしたほうが団員確保に繋がる 

88



１．本部構成

分団長等が構成員の地区が多数あり、中には副本部長となっている地区もある。

① 自治協副会長 26 地区 ① 自治協会 43 地区

② ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ長 25 地区 ① ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 43 地区

③ 消防団分団長 19 地区 ③ 土木委員 40 地区

③ 土木委員長 19 地区 ④ 消防団 35 地区

⑤ 社会福祉協議会会長 15 地区 ④ 社会福祉協議会 35 地区

⑥ 交対協等会長 13 地区 ⑥ 民生児童委員 31 地区

⑥ 民児協会長 13 地区 ⑦ 交通安全協会･交対協 29 地区

＊多伎・湖陵地区は、方面隊長が副本部長。

２．組織連携

ほとんどの地区災害対策本部が消防団を連携組織としている。

① 消防団(分団) 42 地区

② 警察(交番･駐在所) 9 地区

３．消防団担当業務

○ 被災状況確認 ○ 避難誘導

○ 初期対応 ○ 救助活動

○ 危険箇所監視

４．消防団の位置付け

組織面や実働面において、地区災害対策本部で消防団の担う役割は大きい。

地区によっては、消防団ＯＢ等も組織に加えて実働面を補強している。

（消防後援会･消防協力隊等、計7地区）

副本部長

連携組織

構成所属

地区災害対策本部における消防団の関わりについて

第11回消防団改革推進委員会資料

令 和 ５ 年 (2023)１ ０ 月 ５ 日

防 災 安 全 部 防 災 安 全 課
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別紙　資料② 　　　

本部長

CCｾﾝﾀｰ長 自治協会副会長 土木委員長 交通安全協会会長 社協会長

民児協会長 環境保全連合会会長 消防団分団長

消防団分団長 消水防協力隊長 土木委員長 交対協会長 民児協会長

社協会長 福祉委員会会長 環境保全連合会会長

CCｾﾝﾀｰ長 自治協会副会長 民児協会長 社協会長
住みよいまちづくり推
進協議会会長

土木委員長 交対協会長

土木委員長 交対協会長 災害時支援隊長 社協会長 民児協会長

福祉委員会長 環境保全連合会長 自治消防隊長 JA四絡女性防火ｸﾗﾌﾞ長

市議会議員 CCｾﾝﾀｰ長 土木委員長 自治協会副会長 消防団分団長

交対協会長 民児協会長 地域防災ﾘｰﾀﾞｰ会長

CCｾﾝﾀｰ長 自治委員会長 自治協会災害担当 土木委員長 交対協会長 自治委員会副会長 自治協会副会長 土木副委員長 交対協副会長 社協副会長

社協会長 民生委員会会長 消防団分団長 女性災害ｻﾎﾟｰﾄ隊長 民生委員会副会長 消防団副分団長
女性災害ｻﾎﾟｰﾄ隊副隊
長

土木委員長 土木副委員長 消防団分団長 社協会長 防災隊長

民生児童委員会長 CC

稗原分団 稗原駐在所

小学校

CCﾁｰﾌﾏﾈｰｼﾞｬｰ 土木副委員長 消防団副分団長 交対協会長 民児協会長

社協会長 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ長

自治協会副会長 社協会長 民生児童委員会長 CCｾﾝﾀｰ長 土木委員長

消防団分団長

消防団分団長 土木委員長 交対協会長 自治協会副会長 民児協会長

環境保全連合会支部長

土木委員長 交対協会長 社協会長 民児協会長 消防団分団長

CCｾﾝﾀｰ長

社協会長 土木委員長 民生児童委員会長 交対協会長 環境保全連合会長

長寿会長 市議会議員

防災安全委員会会長 土木委員長 消防団分団長 交通安全協会支部長 社協会長

民児協会長
自治活動推進委員会な
でしこ代表

自治協会副会長 CCｾﾝﾀｰ長 土木委員長 社協会長 消防後援会長

消防団分団長 交対協会長 防災委員会会長 ｺﾐｾﾝ運営委員会長

自治協会副会長 CC運営委員会長 各自治会長 CCｾﾝﾀｰ長 消防団分団長

小学校長 交対協会長 社協会長 民児協会長 福祉委員代表

更生保護女性会会長 土木委員長

自治協会副会長 CCｾﾝﾀｰ長 土木委員長 消防後援会長 消防団分団長

社協会長 交通安全自治会長

社協会長 消防後援会長 土木委員長 民生委員協議会会長 交通安全協会会長

更生保護女性会会長 消防団分団長 各自治協会理事

社協会長 土木委員長 民児協会長 交対協会長 消防後援会長

更生保護女性会 人権擁護委員 体育協会会長 消防団分団長

CCｾﾝﾀｰ長 社協会長 教育会会長 土木委員長 消防団分団長

消防協力隊会長

土木委員長 社協会長 交通対策自治会長 CCｾﾝﾀｰ長 土木委員

自治協会理事

佐香分団 小伊津駐在所

JF佐香出張所

自治協会連合会副会長 社協代表 民児協会長 交対協会長 市議会議員

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾈｯﾄたき理事長
市男女共同参画ｾﾝﾀｰ所
長 駐在所巡査部長 CC

区会連合会副会長 土木委員長 地区社協会長 消防団方面隊長 民児協会長

CCｾﾝﾀｰ長

消防団分団長 自治協会理事 土木委員 青ﾊﾟﾄ隊 交通指導員

社協 民生児童委員 CC

防災有識者 土木委員長 交団協会長
福祉･安全推進協議会
会長

民生児童委員部会長

消防団分団長

自治協理事 更生保護女性会 教育振興会長 交対協 社協

民児協 体育協会 防犯協会 CCｾﾝﾀｰ長

CCｾﾝﾀｰ長 自治協会副会長 土木委員長 民児協支部長 社協会長 自治協理事 農業振興区長 土木委員 交通指導員 青ﾊﾟﾄ隊

交対協会長 消防団副分団長 振興区長代表 地域安全推進委員

自治協会副会長 土木委員代表 交通連絡協議会代表 社協会長 消防団分団長 自治協会理事 交通安全協会支部代表 青少年育成協議会代表 民児協支部長 ﾁｭｰﾘｯﾌﾟの会長

CCｾﾝﾀｰ長 消防団副分団長 CCﾁｰﾌﾏﾈｰｼﾞｬｰ

直江分団長 民児協支部長 土木委員会代表 農業振興区長 交対協副会長

社協会長 更生保護女性会支部長 ひまわりｸﾞﾙｰﾌﾟ副会長

自治協会副会長 土木委員会委員長 交対協会長 社協会長 民児協支部長

消防団分団長 CCｾﾝﾀｰ長

（注1）本表は、各地区の様式で作成された災害対策本部組織表から、分かる範囲で消防団の関わりについて整理して作成したもの。（R5.9月作成）

（注2）●略称/民児協＝民生委員児童委員協議会、社協＝社会福祉協議会、交対協＝交通安全対策協議会、CC＝ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

（注3）●連携組織/次の組織は除く。〔市災害対策本部･地区組織(自治協会､地区土木委員会､地区交対協､地区社協､地区民児協等)･ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ〕

　　　　　　　　　 組織表上明記がなくても、地区災害対策本部に分団長等が入っていれば、消防団を連携組織とする。

CCｾﾝﾀｰ長 各地区自治協会長 消防団分団長

朝山分団

平田広域交番西田分団

神門分団

各支部(地区)

2 大　津 自治協会会長

3 塩　冶 自治協会会長 各連合町内会会長

11

四　絡

稗　原

上　津

鳶　巣

川　跡

高　浜

4

四絡分団

連　携　組　織
本　部　構　成

副本部長

1 今　市 自治協会会長

自治協会副会長CCｾﾝﾀｰ長

民児協副会長社協副会長
交通安全協会副会
長

土木副委員長自治協会連区会長 駅前交番今市分団

18

17

16

古　志

高　松5

10

9

8

7

6

12

15

14

13

26

25

39

38

37

36

35

34

33

32

31

30

29

28

27

19

24

23

22

21

20

久　木

出　東43

42

41

40

鵜　鷺

荘　原

出　西

阿　宮

伊波野

直　江

窪　田

須　佐

伊　野

佐　香

北　浜

東

日御碕

遙　堪

荒　木

大　社

湖　陵

多　伎

平　田

神　門

乙　立

朝　山

長　浜

神　西

檜　山

久多美

鰐　淵

西　田

灘　分

国　富

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会連合会会
長

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

副本部長

自治協会会長

地区代表

本部内での
消防団の役割

副本部長

災害調査部
消水防班

本部構成員

被害状況把握班

副本部長
消防班

副本部長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

自治協会会長

区会連合会長

本部構成員

副本部長

水防消火局長
水防活動､救助活動

副本部長
交通･避難部

副本部長
本部員

本部構成員

副本部長
避難誘導･安否確認
被災箇所等情報収
集

副本部長･本部委員
災害防止､危険箇所
監視､避難者誘導

本部付

副本部長

副本部長

副本部長
避難誘導班

副本部長
警戒･避難誘導･応
急処置等

副本部長
災害初期対応

副本部長
交通･避難部

本部員
水防消火班

本部員

被災情報集約班
救護班

交通･避難部

副本部長
交通･避難部
災害初期対応等

避難班
避難誘導･災害状況
確認等

消防水防部

総務班副班長
災害実態把握･対策
避難支援

副本部長

副本部長
交通･避難部

副本部長

副本部長

本部構成員

副本部長

自治協会副会長CCｾﾝﾀｰ長

CCｾﾝﾀｰ長自治協会副会長

自治協会副会長
(会長職務代理)

自治協会副会長

自治協会副会長土木委員長消防団分団長

CCｾﾝﾀｰ長消防団分団長土木委員長自治協会副会長

CCｾﾝﾀｰ長社会福祉協議会長

CCｾﾝﾀｰ長自治協会副会長

CCｾﾝﾀｰ長自治協会副会長

各区代表

災害対策委員長

鰐淵分団自治会長交対協会長社協会長消防団分団長土木委員長CCｾﾝﾀｰ長

久多美分団 平田広域交番CCｾﾝﾀｰ長町内会長会会長

自治協会副会長

CCｾﾝﾀｰ長自治協会副会長

自治協会副会長

CCｾﾝﾀｰ長防災士自治協会副会長

地区社協代表民生児童委員代表消防団分団長自治協会会長

消防団方面隊長土木委員長

社協地区代表者民児協地区代表者消防団分団長
地区振興協議会連
合会会長

消防団分団長自治協会副会長

代表土木委員自治協会副会長

CCｾﾝﾀｰ長消防団分団長各区長

各区長

自主防災隊隊長民生委員土木委員長自治協会副会長

自治協会副会長CCｾﾝﾀｰ長

中部分団長代表自治会長

出東分団

久木分団CCｾﾝﾀｰ長民児協会長社協会長交対協会長土木委員長

駅前交番塩冶分団

大津分団

高浜小学校長JA高浜支店長かわと交番所長
環境保全連合会支
部長

社協会長

私設消防団古志分団交通安全委員会長社協会長
消防団分団長・副
分団長

高松分団CCﾁｰﾌﾏﾈｰｼﾞｬｰ消防団分団長

民児協会長
土木委員長・
副委員長

高浜分団

土木委員長自治協会副会長

上津分団

CC自治会長

検討中CCｾﾝﾀｰ長
交通安全対策協議
会長

環境保全連合会長

鳶巣分団

乙立分団

長浜分団

神西分団

平田広域交番灘分分団

平田分団

自治会長

多伎方面隊(久村･
小田多岐･田儀分
団)

窪田分団

東分団

檜山分団

十六島駐在所北浜分団

社協会長土木委員長

各自治会長CCｾﾝﾀｰ長

佐田ｱﾏﾁｭｱ無線ｸﾗﾌﾞ
地区代表者

土木委員会地区代
表者

佐田ｱﾏﾁｭｱ無線ｸﾗﾌﾞ
地区代表者

土木委員代表

杵築分団

荒木分団

八幡東分団

東須佐分団西須佐分団

伊野分団

湖陵方面隊(湖陵
西･湖陵南分団)

土木委員長 交推協会長

消防団OB土木委員CCｾﾝﾀｰ長

婦人会会長各町内会長等

直江分団

伊波野分団

社協会長 民生児童委員 日御碕分団 水難救済会

鵜鷺分団

CC社協代表青ﾊﾟﾄ隊消防団

地区名

出西阿宮分団

出西阿宮分団

荘原南分団荘原北分団

土木委員長CCｾﾝﾀｰ長学識経験者 遙堪分団消防団分団長

青ﾊﾟﾄ隊土木委員長自治協会長

CCｾﾝﾀｰ長

自治協会会長 土木委員 CC 国富分団 平田広域交番
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